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Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本） １９

　（３）１９６０年代中葉Ｉ　ＢＭ社の事業構造

　¢　事業の分野別構造（アメリカ国内）

　これまで（１），（２）では，１９６０年代に入って展開した コソピ ュータの２つの「世

代」交替の中で，Ｉ　ＢＭ杜がそれぞれのｒ世代」においてとのよらな事業展開

を計ったか，その結果Ｉ　ＢＭ杜をめく“る競争状況はどのように変化したか，を

具体的にたどっ てみた。ここでは，以上のような１９６０年代に入ってからの経過

をふまえながら・その結果として，とくにｒ第３世代」が展開し始める１９６０年

代中葉にはＩ　ＢＭ杜は全体としてとのような事業構造をもつものとなっていた

かをまとめておくことにする 。

　ここで・まずはじめに１９６０年～６６年におけるＩ　ＢＭ杜の事業分野別売上高の

　表３６１９６０年代Ｉ　ＢＭ杜の事業分野別売上高構成（１９６０～１９６６年
：アメリカ国内のみ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実額単位 ：１００万ドル）

事　業　分　野

　　データ処理機器

　　軍　　需　　品

実雲動タイプライター（含 ・

　　ティクテーシ ョン装置）
　　パソチカード／テープ

　　サービス ・ピューロー杜
績　　　（データ処理サービス）
　　サイエソス ・リサーチ ・ア
　　リシエーツ杜（教材 ・教育
　　サ ーピス）

合　　　　計

　　データ処理機器

　　軍　　需　　品

構雲動タイプライター（含 ・

　　ティクテーショソ装置）
成パソチカード／テープ

比　サーピス ・ビューロー杜
　　　　（データ処理サービス）
（％）サイエソス ・リサーチ ・ア
　　 ソシエーツ杜（教材 ・教育
　　サーピス）

合　　　　計
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（出所）ＧｒｏｐＰｅ１１ｉ・Ａ・Ａ ・・ 丁加Ｇ７舳〃Ｐ７０６舳伽伽Ｃｏ吻〃伽〃♂〃３的， ユ９７０
，Ｐ
．２ユＯ，Ｔａｂ１ｅ３３より作

　　成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（ユ９）



２０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

構造（ただし国内のみ）を掲げてみると，表３６のとおりである（本表は・本稿（３） ・

本誌，第３２巻第２号，７０ぺ一ジの表２５と年次的に接続している） 。

　これをみてみると，まずＩ　ＢＭ杜の中心事業であるテータ処理機器事業の売

上高は，１９５０年代末にはすでに総売上高の３分の２を超えるまでに達していた

が， １９６０年代に入るとさらにそのウェイトが高まり ，１９６６年には７７刎こ達して

いることがわかる。いうまでもたく ，これは，すでにみてきたようにこの時期

に入って コソピ ュータ事業がより一層大観模な展開をみせたことの結果である ・

こうして，Ｉ　ＢＭ杜は１９６０年代に入って，全体としての コソピ ュータ産業の本

格的な展開を背景としながら，ますます広範な　般市場向げのテータ処理機器

事業のウェイトを高めていくことになったわけである（法お，１９８１年現在ではデ

ータ処理機器事業のウヱイトは８３％近くまで達することにな っている）。

　しかし，他方では，１９６０年代に入ると，このようたＩ　ＢＭ杜のデータ処理機

器事業の中では，１９５０年代末におげる組織変革，とりわげゼネラル ・プ ロタク

ツ事業部とテータ ・ンステムス事業部の形成を背景として，すでにみたように

製品系列が一方では１４００シリーズや１６２０系列の中 ・小型系列と ・他方では７０００

シリーズを中心とする大型系列へ， 大きく展開していくことにな った・そして ・

それらがしだいに独立事業的性格をもつようになってくることになった。この

ような事態がさらに新たな統合的製品戦略の展開，すなわちシステム３６０の導

入を口乎びおこすことになったことはすでにみたとおりであるが・それはさらに

次の〔２〕でみるような新たな組織変革につながっていくことになるわげであ

る。

　ところで，テータ処理機器事業はその販売彩式からみてみると・すでに４で

もみたように売り切りとレソタノレ という２つの方式が成り立っている
・１９６０年

代に入って，この２つの割合がどのように変化することになったかを・売上高

（収入）の構成によっ てみてみると，表３７のとおりである（本表は
・本稿（３）・本誌 ・

第３２巻第２号，７１べ 一ジの表２６と年次的に接続している）。

　これによってあきらかなように，Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業は
・１９６０年

にはその売上高で９７．８％までがレソタル方式で成り立っていたが・それ以降は

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２０）



　　　　　　王ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　２１

表３７１９６０年代Ｉ　ＢＭ杜のデータ処理撲器事業売上高構
　　成（１９６０～ユ９６６年 ：アメリカ国内のみ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

年 売り切り レソタノレ 売上高 レソタノレ収入

合　計 の比重（％）

ユ９６０ ２２ ９７８ １， ＯＯＯ ９７．８

ユ９６１ ９２ １， ０９３ １， １８５ ９２．２

ユ９６２ １８４ １， ２４１ １， ４２５ ８７．１

ユ９６３ ユ９９ １， ４０７ １， ６０６ ８７．６

ユ９６４ ３２０ １， ５０４ １， ８２４ ８２．５

ユ９６５ ３４５ １， ６６５ ２， ０１０ ８２．８

１９６６ ４４５ １， ７８１ ２， ２２６ ８０．０

（出所）ＧｒｏｐＰｅｕｉ・丁加Ｇ７０〃〃〃ｏ蝸３ 〃伽Ｃｏ榊〃卯１〃〃鮒ツ，Ｐ
．２ユ２，Ｔａｂ１ｅ３４より作

　　成 。

しだいにレソタル方式の部分が減退し，１９６６年には８０．Ｏ〃こまで低下すること

にな っている 。

　このような，レソタノレ方式のウニイトの低下は１９６０年代の末にかげては，も

っと進むことになる 。ユ９６７年以降の時期については，表３７と同じようなテータ

処理機器事業べ一スでのテータが得られないので，ここではＩ　ＢＭ杜の売上高

全体の中でのレソタル収入（ただし，レソタル収入だけではたく ，サーピス収入を含

む）のウェイトを示しておくと ，表３８のとおりである（本表は，本稿（３），本誌 ，

第３２巻第２号，５６べ一ジの表２０と年次的に接続している）
。

　この表にみられるように，Ｉ　ＢＭ杜の売上高に占めるレソタル収入のウニイ

トはユ９６３～６５年には７１～７３劣であったものが，！９６８年には５８劣台まで低下する

ことになっている。ここには，何よりも中心事業としてのテータ処理機器事業

での販売状況の変化が反映していると考えてよいであろう（なお，Ｉ　ＢＭ杜の売

上高全体に占めるレソタル収入のウニイトは，それ以後，１９７０年代にかげてもう一度７０

％台にまで上昇するが，１９７０年代の半ぱ以降ふたたび低下して，１９８２年には５１．１％にな

っている）。

　ユ９６０年代に入って，Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業がこのようにレ１■タル方

式による部分を減退させることになった最大の要因は，独立のテータ処理機器

リース企業の登場がもたらしたデータ処理機器買い取り部分の増加であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１）



２２ 　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

表３８１９６０年代Ｉ　ＢＭ杜の売上高に占めるレソタル収入

　　の比重（１９６０～１９７０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）

年 売り切り レソタノレ 売上高 レソタノレ収入
合　　計 の比重（％）

１９６０ ４１３ １， ０２３ １， ４３６ ７１ ．２

１９６１ ５５６ １， １３８ １， ６９４ ６７．２

１９６２ ６２６ １， ２９９ １， ９２５ ６７．５

１９６３ ５８８ １， ４７２ ２， ０６０ ７１ ．５

１９６４ ９２８ ２， ３１１ ３， ２３９ ７１ ．３

１９６５ ９６９ ２， ６０４ ３， ５７３ ７２．９

１９６６ １， ３４２ ２， ９０５ ４， ２４８ ６８ ．４

１９６７ １， ８６９ ３， ４７６ ５， ３４５ ６５ ．０

１９６８ ２， ８７６ ４， ０１２ ６， ８８９ ５８．２

１９６９ ２， ５８０ ４， ６１８ ７， １９７ ６４．２

１９７０ ２， ０２７ ５， ４４７ ７， ５０４ ７３ ．Ｏ

（出所）〃ｏｏ６ヅｓ１〃〃愉〃〃伽吻Ｚ
，Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ・１９６１

　　 ～１９７１による 。
（注）１９６３年以前は国内事業の分のみ。Ｉ　ＢＭ杜の財務報告は，１９６４年以降，全世界連結でなさ

　　れるようにな った 。

　Ｉ　ＢＭ杜はパソチカード ・システムの時代からずっと機器の買い取りを認め

ず， レソタル方式のみで機器を提供してきていたが，ユーザーの選択によっ て

買い取りを認めるようになったのは，すでに４でみたように１９５６年，連邦政府

からの反トラスト法関連訴謝こ対する同意審決を受諾して以後のことである 。

　同意審決受諾直後の１９５０年代後半においては，その結果は具体的には現われ

ず， むしろ逆にレソタル収入のウェイトが高まる傾向さえあったが，１９６０年代

に入ると，その結果は独皿のテータ処理機器リース企業の登場によっ て現われ

ることにたった。すなわち，データ処理機器リース企業とは，Ｉ　ＢＭ杜が機器

の買い取りを認めることを利用して，Ｉ　ＢＭ杜のデータ処理機器のレソタル
・

ユーザーに一たん機器の買い取りを行わせ，それを直ちに再購入してＩ　ＢＭ杜

のレソタル料よりも１５～２０労も安いリース料でそれを使用させるというもので

あるが，このようなリース企業の登場は，ユーザーの立場からすれぱ機器をそ

のまま使いながら使用料は安くなるわげであるから，リース企業の勧めにした

がって機器の買い取りをするユーザーが増えることになったわけである。リー

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　２３

ス企業がこのようにＩ　ＢＭ杜よりかなり安い使用料で機器をリースしえたのは ，

Ｉ　ＢＭ杜の場合，当時平均４～５年でレンタノレ機器の償却をすすめていたのに

対して，リース企業の場合には償却を８～１０年で計算し，これによっ て月あた

りの使用料を安くすることにしていたからである（たお，レソタノレとリースのち

がいについてよりくわしくは，本稿（２），本誌，第３１巻第５ ・６合併号，５２ぺ一ジ注８）を

参照されたい）。

　上のようなデータ処理機器リース企業の活動は１９６０年代の前半にはまだ旧来

のパソチカード ・システムが主な投資対象で，金額的にもそれほど大きたもの

ではなかった。しかし，Ｉ　ＢＭ杜がシステム３６０を導入したのをきっ かげとし

て， リース企業の活動も投資対象
　　　　　　　　　　　　　　　　　　表３９　コンピ ュータ ・リース企業の機器

がコソピ ュータにウニイトが移り ，　　　　買い取り額推移（１９５７～１９６７年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル）
金額的にも大きく拡大して ，Ｉ　Ｂ

Ｍ杜にとっ ても無視できたい問題

となってくる。この問の状況をＩ

ＢＭ杜自身が杜内的に作成したテ

ータによっ て示してみると ，表３９

のとおりである。この表によっ て，

１９６０年代の半ぱ以降，リース企業

の活動を背景にして急速にデータ

処理機器の買い取り額が増大して
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）　日本電子計算機株式会杜ｒＩ　ＢＭの価格分離の

いく様をうかがい知ることができ　　　　震監嘉二柔認≦フ沌姦益品盗二募

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　析（第３分冊）』１９７８年，２１１ぺ一ジ第皿 ・３ ・２表 。
る。

　ところで，このようなデータ処理機器の買い取りの増大については，Ｉ　ＢＭ

杜の側から積極的にすすめられた部分も存在していた。すでにみたようにＩ　Ｂ

Ｍ杜はノステム３６０の導入と同時に，これに予想を上回る受注を得ることにた

ったが，これによっ てＩ　ＢＭ杜は当初の投資計画，したがって資金運用計画を

大幅に修正せざるをえなくたり ，そのために生じたキャッシ ュ・ フロー不足を

切り抜げるための方策を１つとして，積極的に新品機器を直接リース企業に売

　　　　　　　　　　　　　　　　（２３）

買し・取り額
年

年　　問 累　　積

１９５７～５９ ３． ９ ３．
９

１９６０ １． ６ ５． ５

１９６１ １２．４ １７．９

１９６２ ２５ ．６ ４３ ．５

１９６３ ２５ ．６ ６９ ．１

１９６４ ３１ ．０ １００ ．１

１９６５ ８６ ．６ １８６ ．７

１９６６ １８６ ．７ ３７６ ．４

１９６７ ３７５ ．Ｏ ７５１ ．４



２４　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

却するケースが生ずることになったからである 。Ｉ　ＢＭ杜はこのために，リー

ス企業との連絡事務所（Ｌｉａｉｓｏ・ Ｏ舶ｃｅ）まで設げ，割賦購入の便宜さえはかった

といわれている 。

　こうして，いずれにしても１９６０年代に入り ，とりわげその半ぽ以降活発にた

ってきたデータ処理機器リース企業の活動の作用を受げて，Ｉ　ＢＭ杜のデータ

処理機器事業においてはレソタノレ方式による都分が１９６０年代に入ってしだいに
　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
減退することになってきたわげである（なお，以上のようた，とくに１９６０年代半ぱ

以降におげるデータ処理機器リース企業の活動の拡大がさらにＩ　ＢＭ杜の経営戦略の展

開にさらにどのような作用を及ぼすことにな っていくかについては，１９７０年代以降の

「第３ ・５世代」のＩ　ＢＭ杜の事業展開をあつかう本稿（６）でみていくことにする）。

　以上は，Ｉ　ＢＭ杜の中心事業であるテータ処理機器事業の動向についてであ

るが，さらにＩ　ＢＭ杜のその他の事業についてもその動向をかんたんにみてお

く。

　軍需品事業についていえば，Ｉ　ＢＭ杜は１９６０年代に入っても，大陸間弾道ミ

サイ ノレ「タイタソ（ＴＩＴＡＮ）皿」（１９５０年代末より継続）および「タイタソ皿」

（１９６３年より）の誘導システム用コソピ ュータの開発，戦略空軍の全世界防空 シ

ステム用コソピ ュータの開発（１９５０年代末より継続），海軍戦闘機の射撃制御用の

金属薄膜素子利用 ・軽量 コソピ ュータの開発（１９６４年より），ミサイルや軍用機

用のｒシステム４Ｐ　ｉ」と口乎ばれる小型耐衝撃性コソピ ュータの開発（１９６６年よ

り），陸軍の戦略展開支援 システム「コソバット ・サーヒス ・サポート ・シス

テム（Ｃｏｍｂａｔ　Ｓｅｒｖ１ｃｅ　ＳｕｐＰｏｒｔ　Ｓｙｓｔｅｍ）」の開発（１９６７年より）など，継続的にさ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
まざまの軍事関係プ ロシニクトの開発に関与してきていた。しかし，このよう

な関与にかかわらず，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造全体の中で占める軍需品事業のウニ

イトは，表３６にみられるように，１９６０年以降，さらに大きく低下していくこと

にな った。すでに１９５０年代末にも ，ユ９５８年には１９．２％占めていたものが１９６０年

には１３．３劣まで低下することになっていたが，それが１９６０年代にたると１０劣台

を割り ，１９６６年には６．Ｏ劣にまで低下することに汰っている、これは，すでに

あきらかなように，Ｉ　ＢＭ杜の総売上高が大きく成長していく中で，軍需品事

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２４）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変準（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　２５

業の売上高は１９５０年代末以降ずっと停滞傾向をたどっ ていることの結果である

が・ これはすでに４でものべたように，主としては，Ｉ　ＢＭ杜が軍需という不

安定 ・不可測な収入源に必要以上に依存することを避げようとした，経営戦略

の反映であ った 。

　その他の事業の中では，電動タイプライター事業は１９６０年代に入っても７劣

台のウェイトを維持し続げることにな ったが，ハソチカート／テープ事業の方

は１９６０年の５・２％から１９６６年は３．８％へ， １９５０年末からさらにウェイトを落す

ことにな った。他方，サービス ・ビ ューロー
杜（Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｂｕｒｅａｕ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）の

営むテータ処理サーヒス事業の方は１９６０年の３１％から１９６６年には５２劣にま

でウエイトを高めることにな った。コソピ ュータの急速な普及そのものがつく

り出す杜会的な多様な情報処理への要請が，この事業への需要を急速に拡大す

ることになったわげである 。

　ところで ，１９６４年以降，Ｉ　ＢＭ杜の事業構造の中に，サイニソス ・リサーチ

・アソシニーツ杜（ＳｃｉｅｎｃｅＲｅｓｅａｒｃｈＡｓｓｏｃｉａｔｅｓ，Ｉｎｃ．通称ＳＲＡ杜）の営む各

種教材 ・教育サーヒス事業の登場することにな っている。サイエンス ・リサ ー

チ・ アソシエーツ杜はシカゴに本拠をおく ，近代的た学習システム開発のパイ

オニァ企業の１つであ ったが，１９６４年２月，Ｉ　ＢＭ杜が同杜を買収して子会杜

とし，自らの事業構造の一環として組み入れることになったものである。同杜

は， さまさまなタイプの学校用，家庭用，企業用の教材，各種のテスト ・サ ー

ヒス，学校児童用図書 ：■ステム（Ｒｅａｄｍｇ　Ｌ１ｂｒａｒｙ　Ｓｅｒ１ｅｓ）なとの提供事業を営
　　　３３）

んでいた。ただし，このような教材 ・教育サーヒス事業が占めるウエイトは ，

巨大たＩ　ＢＭ杜の事業構造の中では１％前後にととまるものであ った 。

　３１）以上，データ処理機器（コソピュータ）リース企業の登場とその影響について

　　　は，目本電子計算機株式会杜ｒ　Ｉ　ＢＭのマーケティソグ戦略と組織体制つくり

　　　一テレックス／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析（第２分冊）』１９７４年，２２～２４べ 一
　　　 ジ， 北正満ｒ　Ｉ　ＢＭの挑戦一コソピュータ帝国Ｉ　ＢＭの内幕』１９７８年，共立出

　　　版，２０７～２１２べ一ジ，同『Ｉ　ＢＭとの攻防一Ｉ　ＢＭをめぐる惑星企業』１９８０

　　　年，共立出版，１６０～１６６べ一ジ，などによる 。
　３２）　ＩＢＭｌ　 Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ口，ス閉伽ＺＲ砂ｏ〃，１９６０～１９６７による 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２５）



２６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

　３３）　１’ろク五，　１９６４，　ＰＰ．１５～１６
．

　　　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード社（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｍｄｅ　Ｃｏ叩ｏｍｔｍ）一Ｉ　ＢＭ社

　　の国外事業

　以上，１９６０年代のＩ　ＢＭ杜の事業構造がその分野別構成の視点からみて全体

としてどのような状況にたっていたかを，本国アメリカ国内の構造に限定して

　　資料の都合からやむをえなかった　　みてみた。ここではさらに，Ｉ　ＢＭ

杜の事業構造の世界的な拡がりがこの段階にどのようになっていったかをかん

たんにみておくことにする 。

　Ｉ　ＢＭ杜の事業構造が世界的な拡がりをもつようになったのはすでにパソチ

カード ．システム時代の第２次大戦以前からのことであるが，このような世界

的な拡がりをもつ国外事業活動を一元的に統括するために，親会杜Ｉ　ＢＭ杜の

下に１００％株式所有子会杜Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレート杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒｌｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒ－

ｐｏｒａｔ１ｏｎ）が組織されたのは，すでに４でみたように１９５０年のことであ った 。

　このＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の統括の下で，Ｉ　ＢＭ杜の国外事業活動は ，

１９５０年代においてはＩ　ＢＭ杜全体の売上高の中でずっと１８％前後のウェイトを

占めるにとどまっ ていたが，１９６０年代に入ると，それが占めるウェイトはどの

ように変化することになったであろうか。ここで，１９６０年代におげる国外事業 ，

すなわちＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の経営実績をＩ　ＢＭ杜全体のそれの中に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
位置つげながら示してみると，表４０のとおりである（本表は，本稿（３），本誌，第３２

巻第２号，７６ぺ一ジの表２７と年次的に接続している）。

　この表からわかるように，Ｉ　ＢＭ杜全体に占める国外事業のウエイトは，１９

６０年代に入ると，１９５０年代とはちがってしだいに上昇し始めることになった 。

売上高（収入）では，１９６０年には２０．６劣であったものが，１９６５～６６年には３０劣

を超え，１９６９年には３４．７劣まで上昇することになった。また純利益では，１９６０

年には２２．６劣であ ったものがやはり１９６５～６６年には３０劣を超え，さらに１９７０年

には５０劣を超えるまでになっている。こうして，Ｉ　ＢＭ杜の国外事業，したが

ってＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の事業は，１９６０年代の後半にはＩ　ＢＭ杜全体

の事業の中で，売上高でも純利益でも，少くともその３分の１を担うレベルに

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２６）



　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　２７

表４０１９６０年代Ｉ　ＢＭ杜の国内 ・国外別経営実績推移（１９６０～１９７０年）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ド
ノレ）

売　　上　　高 純　　禾Ｕ　益 売上高純禾Ｕ益率（％）

年

全体 国内 国外
国外比
率（％） 全体 国内 国外

国外上ヒ

率（％） 全体 国内 国外

１９６０ １， ８０８ １， ４３６ ３７２ ２０ ．６ ２１７ １６８ ４９ ２２．６ １２．Ｏ １１ ．７ １３ ．２

１９６１ ２， １９２ １， ６９４ ４９８ ２２．７ ２７１ ２０７ ６４ ２３ ．６ １２．４ １２．２ １２．９

１９６２ ２， ５７８ １， ９２５ ６５３ ２５ ．３ ３２８ ２４１ ８７ ２６ ．５ １２ ，７ １２．５ １３ ．３

１９６３ ２， ８４８ ２， ０６０ ７８８ ２７．７ ３９５ ２９０ １０５ ２６ ．６ １３ ．９ １４ ．１ １３ ．３

１９６４ ３， ２３９ ２， ３０６ ９３３ ２８ ．８ ４３１ ３０７ １２４ ２８ ．８ １３ ．３ １３ ．３ １３ ．３

１９６５ ３， ５７３ ２， ４８７ １， ０８６ ３０．４ ４７７ ３３３ １４４ ３０．２ １３ ．４ １３ ．４ １３ ．３

１９６６ ４， ２４８ ２， ９３０ １， ３１８ ３１ ．Ｏ ５２６ ３５１ １７５ ３３ ．３ １２．４ １２．０ １３ ．３

１９６７ ５， ３４５ ３， ７５５ １， ５９０ ２９ ．７ ６５１ ４４１ ２１０ ３２．３ １２．２ １１ ．７ １３ ．２

１９６８ ６， ８８９ ４， ８４９ ２， ０４０ ２９ ．６ ８７１ ６００ ２７１ ３１ ．１ １２．６ １２ ．４ １３ ．３

１９６９ ７， １９７ ４， ７０１ ２， ４９６ ３４．７ ９３４ ５３６ ３９８ ４２．６ １３ ．０ １１ ．４ １５ ．９

１９７０ ７， ５０４ ４， ５７１ ２， ９３３ ２９ ．１ １， ０１８ ５０６ ５１３ ５０．４ １３ ．６ １１ ．０ １７．４

　（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，五舳吻Ｚ地クｏ〃の各年版より作成 。

まで拡大することにたったわげである 。

　さらに，この間の売上高純利益率をみてみると，注目されることは，国外事

業のそれがほぼ一貫して１３劣台ないしそれ以上の安定したレベルを維持してお

り（この傾向は，すでに１９５０年代後半より続いている），しかもほぽどの年において

も国内事業でのそれを上回っていることである。したが って，１９６０年代のＩ　Ｂ

Ｍ杜の国外事業は，国内事業にくらべて，より速いスピートで拡大し続けると

同時に，より高収益を上げうる活動領域として，Ｉ　ＢＭ杜全体の中でその存在

の重要性が改めてクローズァ ップされてくることにたったわげである 。

　このような国外事業，したが ってＩ　ＢＭワーノレト ・トレート杜の事業のウニ

イトの高まりは，親会杜Ｉ　ＢＭ杜とＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜との組織関係

に新しい問題をはらませることにな った。すでに１９５０年代後半以来，Ｉ　ＢＭワ

ールト ・トレート杜は規模の拡大とともに生産と研究開発の面で自皿的な力量

をもつようにたり ，独自の コソピュータも開発するようにたってきていたが

（３０００シリーズの場合），１９６０年代に入ってさらに上にみたようにそのウェイトが

しだいに高まっ てくることになると，その自立化志向がより一層強くなり ，親

会杜ＩＢＭ杜との問に意思決定をめくる新しい緊張関係が生ずることにならさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２７）



２８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

るをえなかったということである。結局この間題は，トッ プ・ マネジメントの

人事配置によっ て調整されていくことになるのであるが，この点については ，

のちに展開する〔２〕でふれることにする 。

　３４）表４０は，本稿（２），本誌，第３１巻第５ ，６合併号，５７ぺ一ジ表１４と重な っている

　　　が，１９６０～６３年の「国内」の分の数字について一部修正されている 。

　　　財務枇造

　以上みてきたような，１９６０年代Ｉ　ＢＭ杜の事業構造の実体的展開をさらに財

務的た側面からかんたんにみておく 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表４１ユ９６０年代Ｉ　ＢＭ杜の

ＡＳＳＥＴＳ：

　Ｔｏｔａ１Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ａｓｓｅｔｓ

　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｔｏ

　　　　　Ｕｎｃｏｎｓｏ１ｉｄａｔｅｄ　Ｓｕｂｓｉｄｉａｒｉｅｓ

　Ｏｔｈｅｒ　Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔｓ

　Ｐｒｏｐｅｒｔｙ　Ａｃｃｏｕｎｔ（Ｎｅｔ）

　Ｐａｔｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｇｏｏｄ－Ｗｉ１１（Ｎｅｔ）

Ｔｏｔａ１

ＬＩＡＢＩＬＩＴＩＥＳ＆ＳＴＯＣＫＨＯＬＤＥＲ ’Ｓ

　　　　　　　　　　　　ＥＱＵＩＴＹ
　Ｔｏｔａ１Ｃｕｒｒｅｎｔ　Ｌ１ａｂ １１１ｔ１ｅｓ

　Ｌｏｎｇ＿Ｔｅｒｍ　Ｄｅｂｔ

　Ｄｅｆｅｒｒｅｄ　Ｉｎｃｏｍｅ　Ｔａｘｅｓ

　Ｒｅｓｅ町ｅｓ

　Ｃｏｍｍｏｎ　Ｓｔｏｃｋ

　Ｒｅｔａｉｎｅｄ　Ｅａｒｎｉｎｇｓ

Ｔｏｔａ１

１９６０

　５７７
（３７．６）

　８４
（５ ．５）

　２５
（１ ．６）

　８５０
（５５ ．４）

（　一）

１， ５３５

（１００ ．Ｏ）

　１３８

（９ ．Ｏ）

　４２５
（２７．７）

　６５１
（４２．４）

　３２２
（２１ ．Ｏ）

１， ５３５

（１００．０）

１９６１

　６２８
（３５ ．５）

　１７９
（１０．１）

　２５
（１ ．４）

　９３７
（５３ ．Ｏ）

（　一）

１， ７６９

（１００．Ｏ）

　ユ５８

（８．９）

　４２５
（２４．Ｏ）

　６７９
（３８．４）

　５０７
（２８ ．７）

１， ７６９

（１００ ．０）

１９６２

　７９５
（４０．１）

　２０４
（１０ ．３）

　２５
（１ ．３）

　９６０
（４８ ．４）

（　一）

１， ９８５

（１００．０）

　１７９

（９ ．０）

　４２５
（２１ ．４）

　７１５
（３６ ．０）

　６６５
（３３ ．５）

１， ９８５

（１００．０）

１９６３

１， １３４

（４７．８）

　２４１
（１０．２）

　２５
（１ ．１）

　９７４
（４１ ．Ｏ）

（　一）

２， ３７４

（１００．０）

　３５７
（１５．０）

　４２５
（１７．９）

　７５４
（３１ ．８）

　８３８
（３５．３）

２， ３７４

（１００．０）

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ス舳胴Ｚ　Ｒゆｏ〃，１９６０～１９７０による 。

（注）一印は僅少，… 印は当該項目が存在しないこと，を示す。
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　表４１は・１９６０年代におげるＩ　ＢＭ杜の財務構造（貸借対照表）の推移を示した

ものである（本表は，本稿（３），本誌，第３２巻第２号，５８ぺ一ジの表２１に年次的に接続

している・ただし，本表は，１９６３年までは国内事業のみ，１９６４年以降は国外事業を含む

全世界連結決算を表示するものとな っている。Ｉ　ＢＭ杜の財務報告は，１９６４年以降，全

世界連結でなされることにな っている） 。

　この表で，とくに注目されるのは，負債と資本（Ｌｉａｂｉｌｉｔｉｅｓ　ａｎｄ　Ｓｔｏｃｋｈｏ１ｄｅゴｓ

Ｅｑ・ｉｔｙ）の構造の変化である。いうまでもなく ，これは具体的には資金調達構

造の変化を示すものであるが，まず一方で大きくウニイトを低下させているの

財務構造（１９６０～１９７０年 ：各年１２月末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万ドル，カ ッコ 内％）

１９６４　　　１９６５　　　１９６６ １９６７　　　　　　　　１９６８　　　　　　　　１９６９ １９７０

１・ ５３８

　　
１・ ４１５

　　
１． ５４０

　　
２． ０７９ 　　

３． ３０！ 　　 ３． ２５０ 　　 ３， ３８９

（４６・５）　（３７・８）　（３３．Ｏ）　（３７．１）　（４９．Ｏ）　（４４．Ｏ）　（３９ ．７）

　　 １０ 　　　
１６ 　　　１４ 　　　２４ 　　　２７ 　　２７６　　 ４１０

（０・３）　（Ｏ・４）　（０．３）　（Ｏ．４）　（Ｏ．４）　（３．７）　（４ ．８）
１・ ７４８

　　
２・ ３０４

　　
３． ０９９ 　　

３． ４９６ 　　
３． ４１５ 　　 ３． ８６３ 　　 ４， ７４０

（５２・８）　（６１・５）　（６６．５）　（６２．４）　（５０．７）　（５２．３）　（５５ ．５）

　１４　　　　　　　　　１１　　　　　　　　　　８　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一　　　　　　　　　一

（０・４）　（Ｏ・３）　（Ｏ．２）　（一）　（一）　（一）
３・ ３０９

　　
３． ７４５

　　
４． ６６１ 　　

５． ５９９ 　　
６． ７４３ 　　 ７． ３９０ 　　 ８， ５３９

（１００・０）　（１００・Ｏ）　（１００・Ｏ）　（１００．Ｏ）　（１００．Ｏ）　（１００．Ｏ）　（１００ ．Ｏ）

　６３８ 　　　
７１６

　　　
８１７ 　　

１． １６２ 　　
１． ５３１ 　　 １． ４３６ 　　 １， ８７７

（１９・３）　（９・１）　（１７・５）　（２０．８）　（２２．７）　（１９．４）　（２２．Ｏ）

　３７０　　　３９９　　　４５９　　　５２１　　　５４５ 　　　 ５５５　　　 ５７３（１１・２）　（１０・７）　（９・８）　（９．３）　（８．１）　（７．５）　（６ ．７）

　２８　　　２８　　　３４　　　４８　　　５２ 　　　 ５４ 　　　５０
（０・８）　（Ｏ・７）　（Ｏ・７）　（Ｏ．９）　（Ｏ．８）　（Ｏ．７）　（０ ．６）

　　 １９ 　　　
２３

　　　
２８

　　　 ３６ 　　　 ４６ 　　　６８ 　　　９２
（Ｏ・６）　（Ｏ・６）　（Ｏ・６）　（Ｏ．６）　（Ｏ．７）　（Ｏ．９）　（１ ．１）

　８０４ 　　
８６２

　　
１． ３１１

　　
１． ９３７ 　　

２． ０９６ 　　 ２． ２７７ 　　 ２， ４７８

（２４・３）　（２３・Ｏ）　（２８・１）　（３４．６）　（３１．１）　（３０．８）　（２９ ．Ｏ）
１・ ４５０

　　
１・ ７１６

　　
２． ０１１

　　
１． ８９５ 　　

２． ４７４ 　　 ３． ０００ 　　 ３， ４６９

（４３・８）　（４５・８）　（４３・１）　（３３・８）　（３６．７）　（４０．６）　（４０．６）

（撒 （淵
）（
榊）（１欄

）（
脇（ｌｌｌｇｌ）１（搬）

（２９）



３０　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

は， 長期借入金（Ｌｏｎｇ－Ｔｅｒｍ　Ｄｅｂｔ）である。それは，１９６０年には，負債 ・資本

合計の２７．７劣を占めていたが，１９６３年には１７．９〃こ低下し（絶対額は，１９５８年以

降大きくは変ってい次い），さらに１９６０年代末には７．５〃こまで低下することに

なっ ている。これは，１９５０年代においてはこの長期借入金を増やすことで急増

する資金需要を補っていったのとは対照的である。長期借入金と並ぶもう１つ

の外部資金源である株式（Ｃｏｍｏｎ　Ｓｔｏｃｋ）についてみると，前出の表２１（本稿

（３）を参照）と表４１をつなげてみればわかるように，これは１９５７年ごろ以降，長

期借入金にかわって大きなウェイトを占めるようにたり ，１９６０年には負債 ・資

本合計の４２．４％を占めることになっている。しかし，それは，１９６０年に入って

以降は，絶対額は増加を続げていくが，負債 ・資本合計の中で占めるウユイト

はいく分低下していき，１９６０年代末には３０．８劣を占めることになっている 。

　以上のような外部資金の動向とは対照的に，この間に大きくウエイトを上昇

させることにたったのは，内部資金としての利益剰余金（Ｒｅｔａ１ｎｅｄ　Ｅａｍｍｇｓ）で

ある。これは，１９６０年にはまだ負債 ・資金合計の２１．Ｏ劣を占めるにとどまっ て

いたが，１９６３年には３５．３労，全世界連結決算後の１９６５年には４５．８刎こまで上昇

し， １９６０年代末には４０．６％を占めることにたっている。いうまでもたく ，１９６０

年代に入ってこのように利益剰余金，すなわち利益の内部留保が大きく拡大し

ていったのは，すでに（１），（２）でみてきたように，Ｉ　ＢＭ杜はｒ第ユ世代」で確保

した市場支配をへ一スにしながら，「第２世代」→「第３世代」に入ってその市

場支配を，市場規模全体の急速に拡大を続げる環境の中でも，安定的に確保し

続げることに成功したことによるものであ った。そしてまた，このようた豊富

な内都資金の蓄積が，急速にその規模が拡大し続けるコソピ ュータ産業での市

場支配を確保し続げるに必要な資金的基盤を提供することになった 。

　こうして，これまでみたみてきたような事業構造の実体を裏つげるＩ　ＢＭ杜

の財務構造は，１９６０年代には，１９５０年にみられたのとは異なる新しい特質をも

ったものに新展開することにな った。すたわち，１９５０年代においては，すでに

バソチヵ一ド ・システム時代からのレソタノレ収入にもとづく強力な内部資金調

達の基盤をもっ ていたとはいえ，急増する追加資金需要を長期借入金，さらに

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３０）
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は株式発行といった外部資金に依存せざるをえたいところがあ ったが，１９６０年

代になるとそれにかわって利益剰余金が決定的に大きな働きをすることにな っ

たということである。いうまでもたく ，これは，Ｉ　ＢＭ杜の財務構造が１９６０年

代においては，１９５０年代にくらべてはるかに強固な仕組みをもつようにた った

ことを意味するものであ った 。

〔２〕　ユ９６０年代中葉における組織構造の変革

　以上〔１〕では，長くな ったが，！９６０年代中葉に進められたＩ　ＢＭ杜の組織構

造の変革をあきらかにするために，まずその基礎にある事業構造が１９６０年代前

半・ 中葉にとのように変化したかについて具体的にみてきた。つぎにこれに対

応して，この時期にＩ　ＢＭ杜の組織構造がどのように変革されることにた った
　　　　　　　　　　３５）
かをみてみることにする 。

　３５）本項のテーマについては，かつて拙稿「戦後アメリカ巨大企業の組織変革

　　　マトリヅクス組織の形成とその意義　　」ｒ立命館経済学』第２９巻第６号，１９８１

　　　年２月 ，の中の事例研究の１つとして取り上げたことがある。本項は，それを下

　　　敷きにしている 。

　（１）　事業部構成の再編成

　この時期のＩ　ＢＭ杜の組織構造の変革について，その全体的な状況をまず一

ことでいえは，それは組織構造の基礎である事業部門組織のレヘノレ とトッ プ・

マネシメソト組織の両側面で展開すると同時に，さらに事業部門組織 レヘルで

の変革についていえは，それはさらに事業部構成そのもののレヘノレおよぴ個別

事業部としてのテータ処理機器事業部（Ｄａｔａ　Ｐｒｏｃｅｓｓｍｇ　Ｄ１ｖｌｓ１ｏｎ），すなわち コ

ソピ ュータ事業企業としてのＩ　ＢＭ杜の中心販冗事業部 レヘノレで，２重構造的

な展開を示した。こうして，この時期のＩ　ＢＭ杜の組織構造の変革はその組織

構造の全面に及ぶものであ った。この時期の組織変革は，すでにあきらかなよ

うに，１９６０年代中葉からのノステム３６０の導入という事業構造の一大展開に対

応するものであったが，このことからすれば，この時期の組織変革が上のよう

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１）



３２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第ユ号）

な構造的な展開を示すことになったのは，げだし当然のことであった 。

　ここでは，まず事業部構成の再編成からみていく 。

　◎　亭業部構成の拡大　　１９６０年代前半

　このようなＩ　ＢＭ杜事業部構成の再編成のもっとも重要な展開は，！ステム

３６０が導入された１９６５～６６年に行われたが，すでに４であきらかにした１９５９年

の組織変革以降，この時期に至るまでの問にいくつかの新しい事業部の設置が

行われ，１９６５～６６年には１９５９年段階にくらへてＩ　ＢＭ杜の事業部構成ははるか

に大きな拡がりをもつことになっていた 。

　まず１９６１年，Ｉ　ＢＭ杜は既存の各事業部に分散していた部品開発 ・製造部門

を統合して部品事業部（Ｃｏｍｍｐｏｎｅｎｔｓ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）を設置した。これが，以後 ンス

テム３６０のための論理素子であるハイフリット集積回路の開発 ・製造，ないし

調達を担当することになり ，またこれによっ てＩ　ＢＭ杜がこれまでとちがって

回路部品をも自家生産する一貫メーヵに発展することになったことは，すでに

（２）で説明したとおりである 。

　１９６３年には，イソタストリアル ・プ ロタクソ
事業部（Ｉｎｄｕｓｔｒｌａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ１ｖ１－

ｓ１ｏｎ），不動産 ・建設事業部（Ｒｅａ１Ｅｓｔａｔｅ　ａｎｄ　Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔ１ｏｎ　Ｄ１ｖ・ｓ１ｏｎ）およぴ研究

事業部（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ．ｖ．ｓ．ｏｎ）の，３つの事業部が新設された 。

　このうち，イソタストリァル ・プ ロタクツ事業部についていえは，これは１９

６１年につくられた部品事業部が中核となって形成されたものであり ，これにＩ

ＢＭ杜が市販しているいくらかの　般産業向げ機器事業（それほど大き抵もので

はない）が結合されたものであ った。この事業部は，１９６６年にはふたたび部品

事業部の秋こもどっ ている 。

　研究事業部についていえは，１９５０年代後半以降体制を整えてきていた３つの

基礎研究所　　Ｔｈ　Ｊ　ワトソソ
研究所（Ｔｈｏｍａｓ　Ｊ　ｗａｔｓｏｎ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　ｃｅｎｔｅｒ

アメリヵ ・ニューヨーク州／ ヨークタゥソ ・ハィッ），．サソ
・ノゼ研究所（Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙアメリカ ・カリフォルニァ州），チ ューリヅヒ
研究所（Ｚｕｒ１ｃｈ

Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒｙスィス）　を統括する組織として設置されたものである
・

その中心，ワトソソ研究所は，第２次大戦の終結問近かなころに，コロソビ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３２）
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ア大学教授ニッ カート（Ｅｃｋｅｒｔ，Ｗ．Ｊ．）と協同して，コンピ ュータ ・サイェソ

スの発展のために同大学内につくっ たワトソン 科学計算研究所（Ｔｈｅ　Ｗａｔｓ。、
Ｓｃ１ｅｎｔ１丘ｃＣｏｍｐｕｔｍｇＬａｂｏｒａｔｏｒｙ）に端を発するが　　これが１９４８年ＳＳＥＣ

（Ｓｅ１ｅｃｔｉｖｅ　Ｓｅｑｕｅｎｃｅ　Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ　Ｃａ１ｃｕ１ａｔｏｒ）と陣ぼれる早期

コソピ ュータの１つを

完成させたことは・すでにのべたとおりである　　，１９５０年に入って半導体科

学の発展とともに急速にその活動を拡大させてい った。そして，それは，１９６１

年ニューヨーク効外のヨークタウソ ・ハイツ（Ｙｏｒｋｔｏｗｎ　Ｈｉｇｈｔｓ）に一大研究設

備をつくり・それまで各所に分散していた研究活動を接合することにな った
が・ これを機会にその呼称もワトソソ研究所と改められることにな った。研究
事業部の設置は・このようた基礎研究所体制の整備に対応するものであっ匙

　１９６４年には・さらにフィーノレト ・ニソソニァリンク事業部（Ｆ・・１ｄ　Ｅｎｇｍｅｅ、、ｇ

Ｄ１ｖ１ｓユｏｎ）が新設されるとともに・これまでの電動タイブライター事業部がオ

フィス ・プ ロタクソ 事業部（Ｏ蘭ｃｅ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ　Ｄ１ｖ１ｓ・ｏｎ）に編成替えされることに

たっ た・ またこの年には・買収によっ て， 教材 ・教育サーヒス事業を営むサ

イェンス ．リサーチ ・アソノニーソ杜（ＳＲＡ杜）がＩＢＭ杜組織の１構成部分

（１事業部）とな った 。

　１９６６年には・さらにこれまでのサブライス事業部がイソフォメーソヨソ ．レ

コース
事業部（Ｉ・ｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ｒｅｃｏｒｄｓ　Ｄ１ｖｌｓ１ｏｎ）に名称変更されてい署二

　３６）　 ワトソ：／研究所（Ｔｈ・Ｊ・Ｗａｔｓｏｎ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｅｒ）については，ＩＢＭ　Ｃｏｒ
．

　　 ｐｏｒａｔ１ｏｎ＿Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ，五２ｓ２〃６ゐ，ｐｐ３～５

　３７）以上・事業部構成の拡大については，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ん舳ｏほ％ｏ〃，１９６１
　　～１９６６・ｄｉｔｔ・・ヱ服…… ｙ・・舳・岬〃・６・ツ・１９７８，ＰＰ．２２～２７，などによる 。

　◎　事業部構成の再編成　　１９６５～６６年

　１９６５～６６年段階にたると・Ｉ　ＢＭ杜の事業部構成は以上のような拡がりをも

つようになってきていたが，このような基盤の上で，１９６５年の早い時期に，ン
ステム３６０の導入に対応するために・とくにテータ処理機器関連の事業部を中

心にして大幅た事業部構成の再編成が行われた。すなわち，これまでそれぞれ

が独皿した開発と製造の機能をそなえていた２つの事業部　　中 ・小型 コンピ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３）



３４　　　　　　　　　　　　立命館径済学（第３３巻 ・第１号）

ユータを担当していたゼネラル ・プ ロタクツ事業部と大型 コソピ ュータを担当

していたテータ ・：ンステムス事業部　　がふたたび機能的に編成替えされ・そ

れぞれンステム３６０のンリース全機種の開発と製造に責任をもつ２つの事業部

カミつくられることになった。１つは全機種の開発に責任をもつンステム開発事

業部（Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｄｅｖｅ１ｏｐｍｅｎｔ　Ｄ１ｖ１ｓ１ｏｎ）であり ，もう１つは全機種の製造に責任を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３８）
もつンステム

製造事業部（Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｍａｍｆａｃｔｕｒ１ｎｇ　Ｄ１ｖ１ｓｍ）である
。

　　　　　　表４２　Ｉ　ＢＭ杜のアメリカ国内製造所一覧（１９６５年末現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（面積単位 ：平方フィート）

製造所名
Ｅｎｄｉｃｏｔｔ（Ｎ．Ｙ ．）

Ｐｏｕｇｈｋｅｅｐｓ１ｅ（Ｎ　Ｙ）

Ｒｏｃｈｅｓｔｅｒ（Ｍｍｎ）

Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ　（Ｃａｌ・）

Ｂｕｒ１ｉｎｇｔｏｎ（Ｖｔ．）

Ｌｅｘｉｎｇｔｏｎ（Ｋｙ．）

Ｋｉｎｇｓｔｏｎ（Ｎ．Ｙ．）

Ｏｗｅｇｏ（Ｎ・Ｙ
．）

Ｂｅｔｈｅｓｄａ（Ｍｄ ．）

Ｃａｍｐｂｅ１１（Ｃａ１．）

Ｃｏｎｃｏｒｄ（Ｍａｓｓ．）

敷地面積 製造所名 敷地面積

３， １２１ ，Ｏ００　　Ｅａｓｔ　Ｆｉｓｈｋｉ１１（Ｎ・Ｙ・）　　　　　　　 １・ ２４４・Ｏ００

２， ９３７，０００　　Ｄａｙｔｏｎ（Ｎ・Ｊ・）　　　　　　　　　　　 １４０・Ｏ００

１， ３６４，０００　　　Ｇｒｅｅｎｃａｓｔ１ｅ（Ｉｎｄ・）　　　　　　　　　　 ２５９ ・０００

１， ２６７．０００　　　 １Ｍ１ｎｎｅａｐｏ１１ｓ　（Ｍ１ｎｎ）　　　　　　　　　　　 ２５・ＯＯＯ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１ｅａｓｅｄ）
　５５９，０００　　Ｓｈｅｒｍａｎ（Ｔｅｘａｓ）　　　　　　　　　　８９ ・ＯＯ０

１， ３５９ ，０００　　Ｗａｓｈｉｎｇｔｏｎ，Ｄ・Ｃ・　　　　　　　 １０２・ＯＯ０

１， １５３，０００　　　Ｍｅｃｈａｎ１ｃｓｂｕｒｇ（Ｐａ）　　　　　　　　　 １２２・Ｏ００

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｌｅａｓｅｄ）
１， ３５０，０００　　　Ｂｏｕ１ｄｅｒ（Ｃｏ１ｏ・）　　　　　　　　　　　　　８９８・ＯＯ０

　６２２，０００　　Ｒａ１ｅｉｇｈ（Ｎ・Ｃ・）　　　　　　　　　　　９３３・０００

　７１ ，０００　　Ｙｏｒｋｔｏｗｎ（Ｎ・Ｙ・）　　　　　　　　　　 ５７９・０００

　　　　　　　　　（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｃｅｎｔｅｒ）

　１９ ，０００　　Ｍｏｈａｎｓｉｃ（Ｎ・Ｙ・）　　　　　　　　　　１２７・ＯＯＯ

　　　　　　　（Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｌａｂｏｒａｔｏｒ１ｅｓ）

　（出所）”ｏｏｄヅｓ１〃〃ｓ〃””ｏ舳”，１９６６による 。

　（注）各製造所の担当分野については，不詳 。

　「第２世代」までのように，全体として統一的な製品構想をもたず・大 ・中

・小それぞれのレベルにおいて独自の製品展開が進められていた段階において

は， ゼネラノレ ・プ ロタクソ事業部とテータ ・ンステムス事業部が互に競争し合

いながら，その結果２つの事業部の問にいくつかの製品 レベノレでの重複が生ず

るということも，むしろ望ましいことと考えられていた　　事実・たとえは ・

ゼネラノレ ・プ ロタクソ事業都がテータ ・ンステムズ事業都の大型 コソピ ュータ

とバフォーマソス互換性をもつ小型コソピ ュータを開発したことがあ った・し

かし，いまやシステム３６０という単一製品ライソ ・コソピ ュータの導入ととも

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３４）



　　　　　　　　　　　　　 Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　３５

に・ そのような事業部問の競争体制は，技術的にもコスト的にも，決して利益

のある体制ではなくなっていた。こうして，１９５９年につくられたＩ　ＢＭ杜のデ

ータ処理機器事業における製品ライソ別の事業部構成は，ここに改めて機能別

の事業部構成に再編成されることになったわけである（なお，それまでの製品ラ
イ：／別の事業部構成がすでに１９６０年代前半のシステム３６０の開発段階でその推進に大き

な障害にな っていたことは，先に〔１〕の（２）で具体的にみたとおりである）。 この組織

再編成の結果を図示してみると ，図１５のとおりである
。

　しかし，ここで以上のような製品ライン別から機能別への事業部構成の再編

成について一こと付言すれば，Ｉ　ＢＭ杜のこの組織再編成は決して１９５６年に導

入された分権制にもとつく事業部制組織の原理を否定して，それ以前の段階に

逆もどりすることを意味するものではなかったということである。ここでも分

権制にもとつく事業部制組織の原理はあくまても維持されていた。したが っ
て・ この１９６５年の組織再編成は，このような事業部制組織を具体的に機能別の

事業部構成を基礎としたものに再編成するものであ った。すなわち，それは ，

いわば機能別事業部制組織の形成を意味するものてあったわけである（ただし ，

これはテータ処理機器事業に関してのことである）
。

　ところで，図１５をみてみると，さらに以上のような各事業部の統括形態の点

で， １９６５年の組織再編成はそれまでの組織とくらべて新しい仕組みを導入する

ことにた っていた。すなわち，それまでの組織では，前掲図１２（本稿（３），本誌 ，

第３２巻第２号，８４ぺ一ジ）にみられるように，データ処理機器の開発 ・製造関係事

業部　　ゼネラル ・プ ロタクソ事業部，テータ ・ノステムス事業部，先進 ノス

テム開発事業部，さらに新設された部品事業部　　と，販冗関係事業部　　テー

タ処理機器事業部，連邦政府向げ ンステム事業部，さらに新設のフィーノレト ・二

：／ソニアリソク事業部　　は別々のクノレープ担当経営役員（Ｇｒｏｕｐ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ）

によっ て統括されていたが，それら自身は直接に杜長によっ て統括されるよう

にな っていた。しかし，１９６５年の新しい組織では，各事業のクノレープ化がより

細かく展開されると同時に，さらにテータ処理機器の開発 ・製造関係事業部ク

ループを含む事業部クルーブ群と販売関係事業部クループを含む事業部クルー

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３５）
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プ群がそれそれさらに２人の別々の上級副杜長（Ｓｍユｏｒ　Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ）１こよっ

て統括され，それらが杜長によっ て掌握されるという ，一段階統括 レベルが増

殖した仕組みを導入することにたっているということである 。
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３８　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

　しかし，このような事業部の統括移態は，１９６６年になるとふたたぴ再編成さ

れ， 図１６に示されているような仕組みに改められることになった 。

　すなわち，１９６６年の組織再編成では，それまではそれぞれ別々のグノレープ担

当経営役員によっ て統括されることになっていたデータ処理機器の開発 ・製造

関係事業部クノレープと販冗関係事業部クノレープか基本的に単一のクループにま

とめられ（ただし，先進 ンステム開発事業部と連邦政府向げ ンステム事業部は逆に別の

グループに属することにな った），１人の担当経営役員の下に統括されることにな

った。こうして，Ｉ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業関係の組織は，開発 ・製造関

係の側面での事業部再編成と同時に，さらにそれと販冗関係事業部との結ぴつ

きの側面でも，単一製品ライソとしてのシステム３６０の導入にふさわしい体制

に整備されていくことになったわげである 。

　この１９６６年の組織再編成では，図１６にみられるように，さらに１９６５年に新設

された事業部クループ群を統括するための上級副杜長のポストが廃止された ・

これによっ て， 各事業部クノレープはふたたぴ直接に杜長の下に掌握される仕組

みに帰ることにな った 。

　ところで，この点で注目されるのは，この１９６６年の組織再編成におげるトッ

プ・ マネシメソト組織の変革である。すなわち，１９６６年に，新しいトヅ プ・ マ

ネジメソト組織として コーポレート ・オフィス（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｏ価ｃｅ）が設置される

ことにた った。この点についてはのちに（３）で説明するが，上述の各事業部クノレ

ープの統一的な掌握は具体的にはこの コーポレート ・オフィスによっ て行われ

ることになったわげである 。

　この１９６６年の組織再編成では，さらに本杜スタ ッフ部門組織の再編成も行わ

れた。図１６に示されているように，この時，それまで１人のグノレープ担当経営

役員によっ て統括される単一組織としての本杜スタ
ッフ（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｓｔａ圧）が本

杜統制機能を中心とする本杜 コソトローノレ／サービス ・スタ ッフと本杜計画機

能を中心とする本杜プラソ／プ 回グラム ・スタ ッフ，という２つのスタ ッフ部

　　　　　　　　　　　　　　　３９）
門に分割されることにたっている 。

　　 ３８）　 この当時，Ｉ　ＢＭ杜がアメリカ国内でもっ ていた製造所（そのいくつかは研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３８）



　　　　　　　　　　　Ｉ　Ｂ１〉［杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　３９

　所を併設している）は，表４２のとおりである。なお，国外の製造所については ，

　後掲表４４のとおりである
。

３９）以上，１９６５～６６年の事業部構成の再編成については，Ｃｏｒｅｙ，Ｅ．Ｒ．ａｎｄ　Ｓｔａｒ
，

　Ｓ．Ｈ ．， ０７ｇｏ〃刎肋〃Ｓ〃ｏ加馴＿五皿〃加〃れｇ　Ａ力卯ｏｏｏ乃， １９７１，ｐｐ．１１０～ｎ１に

　よる 。

　（２）　データ処理機器事業部組織の変革

　¢　産業分野別専門化体制の導入

　以上・１９６５～６６年に行われたＩ　ＢＭ杜の事業部構成の再編成についてみてき

たが，この時期のＩ　ＢＭ杜の組織構造の変革は，このような事業部構成 レヘル

でのそれと重た って・さらに コンピ ュータ事業企業としてのＩ　ＢＭ杜の中心販

冗事業部であるテータ処理機器事業部の内部 レヘルでも展開することになった 。

つぎに，このテータ処理機器事業部の内部 レヘルでの組織変革についてみる 。

　すでに４の〔２〕であきらかにしたように，このテータ処理機器事業部がテー

タ処理機器の開発 ・製造機能を分離し，純粋に販売 ・顧客サービス部門として

成立するのは，１９５９年の組織再編成においてである 。それ以降１９６０年代中葉に

かげて，このテータ処理機器事業部は，その組織構造に市場別 ・製品別にマー

ケティソグ ・プ ログラムを準備する横断的組織を導入し，ＩＢＭ杜のデータ処

理機器事業におげるマーケティソク活動の中枢組織を彩成していくのであるが
，

このような新しいマーケティソク組織の形成がまさにテータ処理機器事業部の

組織変革の要点である 。

　そこで・ここでは，具体的にこのような市場別 ・製品別の横断的マーケティ

ソグ ・プ ログラム組織の導入についてみていくことにするが，その出発点とし

てまず１９５９年の組織再編成によっ てでき上った販売 ・顧客サーヒス事業部とし

てのテータ処理機器事業部の組織を図示してみると，図１７のとおりである 。

　図からあきらかなように，この１９５９年の編織再編成でつくられたデータ処理

機器事業部の組織は，事業部長（Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｍａｎａｇｅｒ）の下に，ライソ部門として

の３つの地域（Ｒｅｇｉｏ・ｓ）販売部門と，スタッフ部門としての４つの管理部門か

ら成り立っていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３９）
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図１７１９５９年再編成後のＩ　ＢＭ杜データ処理機器事業部

　　（Ｄａｔａ　Ｐ「ｏｃｅｓｓｍｇ　Ｄｍｓ１ｏｎ）の組織

Ｇｅｎｅｒａｌ　Ｍａｎａｇｅｒ

Ａｓｓｌｓｔａｎいｏ

Ｃｏｕｎｓｅｌ ｔｌｌｅ　Ｇｃｎｅｒａｌ

ＭａｎａｑＯｒ

Ｄ■ｒｅｃｔｏｒ　ｏｆ Ｍａｎａｇｅｒ　ｏｆ Ｄｌｒｅｃｔｏｒ　ｏｆ

Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ
Ｍａｒｋｅｔｉｎｇ Ｃｕｓｔｏｎｌｅｒ

Ａｄｍｌｎ．ｓｔｒａｔ３０ｎ

Ｍａｒｋｅｔｌｎ９

Ｅｎｇｉｎｅｅ・ｉｎｇ Ｐｒｏｇ
ｒａｎ“

Ｒ・ｇ ｌｏｎａ１Ｍａｎａｇｅｒ Ｒｅｇ ｌｏ・ａｌ　Ｍａ・ａｇ・・

Ｅａｓｔｅｒｎ　Ｒｅｇ ｌｏｎ Ｍｉｄｗｅｓｔｅｒｎ　Ｒ
・ｇ ｌ・・

Ｒ・り ｌｏｎａｌ　Ｍａｎａｇｅ・

Ｗ（ｌｓｔｅｒｎ　Ｒ ｅｇｉｏｎ

　（出所）Ｃｏｒｅｙ舳ｄ　Ｓｔａｒ，ｏカ． 〃．，Ｐ
．１３９，Ｅｘｈｉｂｉｔ８

　３つの地域　　東部，中西都，西都　　の販売部門組織についていえほ，そ

れらはさらに１７の地区（Ｄｉｓｔｒｉｃｔｓ）販売部に分割され，さらにそれらが合計１９０

の地方営業所（Ｂｒａｎｃｈ　Ｏ価ｃｅｓ）に分割されており ，したがって全体は地方→地

区→地域という３重の構造をもつものとたっていた 。

　他方，事業部長に直属する４つの管理部門についてみると ，

　統制部長（Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）は事業部財務

　マーケティソグ管理部長（Ｄ・ｒｅｃｔｏｒ　ｏｆ　Ｍｌａｒｋｅｔｍｇ　Ａｄｍｍ１ｓｔｒａｔ・ｏｎ）は販売政策，

人事計画，事業部内 コミュニケーンヨソ

　マーケティソク ・プ ロクラム部長（Ｄ
１ｒｅｃｔｏｒ　ｏｆ　Ｍａｒｋｅｔｍｇ　Ｐｒｏｇｒａｍｓ）は販売計

画， 販売促進，教育，新製品の導入，およぴテータ処理機器事業におげる他の

事業部との コミュニケーショソ

　カスタマー・ ユソジニアリソグ部長（Ｍａｎａｇｅｒ　ｏｆ　Ｃｕｓｔｏｍｅｒ　Ｅｎｇｍｅｅｍｇ）はこ

の分野での計画と ，現場のカスタマー・ ニソジニアヘの援助
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
　　　以上のような機能にそれぞれ責任をもつことになっていた 。

　ところで，１９５０年代の終りころになると，Ｉ　ＢＭ杜では，いろいろなサイド

でデータ処理機器事業の販売活動を需要先の産業分野別に専門化して進める計

画をつくり始めることにな った。会計処理が製造業，金融業など顧客産業分野

　　　　　　　　　　　　　　　　（４０）
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別に行われるようになり ，またマーケティソグ ・プ ログラム部では産業分野別

のマーケティ１／ グ・ プロ グラムを準備し始めた。さらに販売の現場では，販売

都隊のメ：／バーが産業分野別に専門化するための教育が進められることにな
っ

ていた 。

　１９６０年になると，このような産業分野別専門化が地方営業所のレベノレで進め

られることにな った。すなわち，いくつかの大都市では，それまでは，たとえ

は東部，西部なとのような地区ことに責任をもたされていた地方営業所が，こ

んどは，たとえぱ製造業，金顧業などのようたいくつかの産業グノレープごとに

責任をもつように編成がえされることにな った 。

　Ｉ　ＢＭ杜がこの時期に，データ処理機器事業の販売活動にこのように産業分

野別専門化の仕組みを導入するようにな ったのは，１つには，１９５０年代末に至

ってすでにみてきたように コソピ ュータ事業をめくる市場競争が激しくた って

くる状況の中で，販売見通しをこれまでのように製品ライン別に行っているだ

げでは立ち行かなくなり ，顧客グノレープ別の，市場の具体的な状況に密着した

販売見通しを立てることが不可欠になってきていたからであ った。また，その

もう１つの要因として，コソピ ュータの利用が拡がっていくにつれて，同じ機

種を使っても，その利用方法（ソフトゥェ ァ）が顧客グノレープごとに著しくちが

ってきていたという事情があ った。さらにこれらの要因に加えて，具体的にた

とえぱ政府 ・公共機関関係の市場や航空輸送業市場の場合には，それらの市場

のもつ特殊な条件に対応する必要から個別的 ・重点的なマーケティソグ ・販売

体制が必要にな ってきたということも，産業分野別専門化体制を導いた重要な
　　　　　　　　４１）
要因の１つであ った 。

　４０）以上，１９５９年組織再編成後のテータ処理機器事業部の組織については，ＣＯｒｅｙ

　　　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０プｇｏ〃朋〃ｏ〃 ３かｏ加ｇツ，ｐｐ．１１１～１１２ ．

　４１）以上，産業分野別専門化体制の導入については，Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，ゆ．泓 ，

　　　ｐｐ．１１２，　１４７～１４８

　　マーケティング ・プログラム組織の形成

このようにしてテータ処理機器事業の販売活動に導入されてきた産業分野別

　　　　　　　　　　　　　　　（４１）



４２　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

専門化の仕組みは，１９６０年代の進展の中で，さらに一方での産業分野別マーケ

ティソグ ・プ 肩グラムと，同時に他方での製品別マーケティソグ ○プ ログラム

のための担当組織の移成に展開していくことになった 。

　まず１９６２年には，テータ処理機器事業部長（Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ１９５９年の再編成の後に ，

Ｇｅｎｅｒａ１Ｍａｎａｇｅｒからｐｒｅｓ１ｄｅｎｔへ呼称変更が行われた）の下にライソ部門とスタ

ッフ部門とのそれぞれを統括する２人の副事業部長（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ）が任命さ

れた。すなわち，１人は３人の地域別販売部長（Ｒｅｇｉｏｎａｌ　Ｍｌａｎａｇｅｒｓ）を統括し ，

現場販売活動に責任をもつ，現場活動担当副事業部長（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ－Ｆ
・ｅ１ｄ

Ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ）であり ，もう１人はマーケティソグ，製品開発，カスタマー・ エソ

シニァリソク ，財務管理，その他の管理活動に責任をもつ本部活動担当副事業

部長（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ－Ｈｅａｄｑｕａｒｔｅｒ　Ｏｐｅｒａｔ・ｏｎｓ）である。いうまでもなく ，これ

によっ て事業部長の管理負担の軽減が計られた 。

　１９６３年にたると，さらにもう１人の副事業部長，マーケティソク担当副事業

部長（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ－Ｍａｒｋｅｔｍｇ）が任命された。かれは，それまで本部活動担

当副事業部長が統括していたマーケティソク活動の責任を担うことになった 。

具体的にいえぱ，かれは，一方では競争力のある製品ラインを準備する製品別

マーケティソク ・プ ロクラムと，他方ではこの事業部がこの時点で細分化して

いた１５の産業分野別市場のそれぞれに具体的に適合した販売戦略を準備する産

業分野別（市場別）マーケティソグ ・プ ログラムの責任を託されることにな っ

た。 １９６０年代に入り ，「第２世代」を迎え コソピ ュータ事業において，マーケ

ティソク ・プ ロクラム活動の重要性が急速に高まっ てくるとともに，もはやこ

の機能を他の本部管理機能とあわせて１人の副事業部長が責任をもつことは事

態に即応しないものとなっていたのである 。

　さらに１９６４年にたると，マーヶティソク担当副事業部長の統括の下にあった

産業分野別マーケティソグ ・プ ログラム部門の責任範囲がかなり大きく拡大さ

れることにな った。すなわち，それまではライソ部門の各地域担当副事業部長

（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ－Ｒｅｇ１ｏｎａ１］Ｖ［ａｎａｇｅｒ１９６３年から６４年にかげて，先にのへた現場活動担

当副事業長のポストが廃止され，その代りに地域販売担当マネジャーが副事業部長とし

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４２）
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て位置づげられていた）の下で現場の販売部隊に産業分野別マーケティング ・プ

ログラムを浸透させる要員としておかれていた約２００人の産業分野別マーケテ

ィソク ・スペ＝■ヤリストが，マーケティソク担当副事業部長の下にいる１５人の

産業分野別マーケティソグ ・マネジャーの指揮下に移されることにな ったから

である。産業分野別スペシャリストたちは実際にはそれまでおなじように地域

販売本部で活動していたが，その指揮はスタ ッフ部門の産業分野別マネジャー

から受げることになったわげである 。

　１９６５年になると，こんとはそれまでマーケティソク担当副事業部長の下にお

かれていた産業分野別マーケティソグ ・ブ ログラム部門が前者の統括下から切

り離されて独立し，そのマ不ソヤーはマーケティソク担当副事業部長と対等の

位置を占めるマーケ ヅト ・オベレーノヨンス担当副事業部長（Ｖ．ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ－

Ｍａｒｋｅｔ　Ｏｐｅｒａｔｉｏｎｓ）にプ ロモートされることにな った。システム３６０が導入さ

れ，コソピ ュータ事業も「第３世代」の幕が開げていく状況の下で，産業分野

別マーケティソク ・プ ロクラム部門の活動は，もはやマーケティソク担当副事

業部長が製品別マーケティソグ ・プ ログラム部門の活動とあわせて１人で統括

していくにはあまりにも大きなものになってきていたのである。これによっ て，

２人の担当副事業部長がそれぞれ分担して，産業分野別マーケティソク ・プ ロ

グラム活動と製品別マーヶティソグ ・プ ログラム活動に専ら努力を集中する組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
織がつくり上げられることにたったわげである 。

　〔なお，１９６３年から６５年にかげては，さらにいくつかの組織上の変更，再編成

があ った。その１つは，単なる呼称変更であるが，本部活動担当副事業部長の

乎称がマネソメソト ・コソトロールス担当副事業部長（Ｖ１ｃｅ　Ｐｒｅｓ１ｄｅ・ｔ－Ｍａ・ａｇｅ －

ｍｅｎｔ　Ｃｏｎｔｒｏ１ｓ）に変更されたことである。　もう１つは，重要な組織再編成であ

ったが，１９６３年に，それまでは連邦政府向げ ソステム 事業部（Ｆｅｄｅｒａｌ　Ｓｙｓｔｅｍｓ

Ｄ・ｖ・ｓ１ｏｎ）に属していた連邦政府向げの標準化されたテータ処理機器のマーケテ

ィソクの責任がテータ処理機器事業部に移されたため，この機能を担当する組

織として，それまでの３つの地域販売部門とならんで４つ目の販売部門，連邦

政府向げ販売部門（Ｆｅｄｅｒａ１Ｒｅｇｉｏ・）が設置されたことである。これは，さらに

　　　　　　　　　　　　　　　　（４３）
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１９６５年末には，その責任範囲を州 ・地方政府，教育機関，医療機関などの領域

にまで拡大し，呼称もＧ　ＥＭ販売部門（Ｇｏｖｅｒｍｅｎｔ／Ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ／Ｍｅｄ１ｃａｌ　Ｒｅｇ１ｏｎ）

　　　　　　　　　　　　４３）
と改められることになった

。〕

　以上のようなプ 肩セスを経て，１９６０年代中葉にでき上ったテータ処理機器事

業部の組織の全体像を図示してみると，図１８のとおりである 。

図１８ユ９６５年のＩ　ＢＭ杜データ処理機器事業部の組織
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（出所）Ｃｏｒｅｙ舳ｄ　Ｓｔａｒ，ｏ ク． 〃．， ｐ． ユ４０，Ｅｘｈｉｂｉｔ１Ｏ
．

４２）以上，１９６２～６５年のデータ処理機器事業部組織の再編成については，Ｃｏｒｅｙ

　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０７ｇｏ〃２０〃ｏ犯５’かｏ加ｇツ，ｐｐ．１１２～１１３ ．

４３）以上，連邦政府向げ販売部門の設置，およびそのＧ　ＥＭ販売部門への再編成に

　ついては，ＣｏｒｅｙａｎｄＳｔａｒ，ｏク． ６〃 ．， ＰＰ．１１３～１１４，１３０～１３３，１４８～１４９ ．

　　　マーケティング ・プログラム組繊の機能的特徴

　こうしてでき上ってきた２つのマーケティソグ ・プ ログラム組織は機能的に

それまでのスタ ッフ部門とは異なる新しい特徴をもつものであ った。すたわち ，

それらの組織の産業分野別ないし製品別の各マネシャーは彩式的には他の関連

諸部門に対して直接的た統制力をもっ ていたかったが，実際にはそのような関

連諸部門から，自ら作成したマーケティソグ ・プ ログラムの実施について完全

な協力を得ることができるような実際的な統制力をもつようになっており ，し

たがって既存の各種機能諸部門に対して，いわぱ横断的な総合機能を果たすも

のとなっていたからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４４）
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　産業分野別マネジャー（Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｍａｎａｇｅｒｓ）の作成する産業分野別のマーケテ

ィソグ ・プ ログラムについていえぱ，それは各産業分野別に割り振られた販売

割当量（Ｑｕｏｔａｓ）をこなすために必要な実行プラソであり ，当該市場での コソピ

ュータの利用方法，潜在顧客の可能性，必要な対顧客ニンジニアリソグ，販売

部隊および顧客サイドヘの教育計画，販売活動を支えるに必要な人的 ・物的な

資源の種類と量，などをあきらかにしたものであ ったが，これは，具体的には ，

地域販売部門の統括下にある販売部隊，システム ・ニソジニア，地区教育セソ

ター さらに事業部スタ ヅフ部門であるマ不 ：■メソト ・コソトローノレス部なと
　　　　　　　　　　　　４４）
の力で実行に移されてい った 。

　また製品別マネジャー（Ｐｒｏｄｕｃｔ　Ｍａｎａｇｅｒｓ）の作成する製品別マーケティソグ

・プ ログラムについていえぼ，それは製品分野別 ・機種別に新製品の開発から

導入に至るまでのプ ログラムであ ったが，これは，具体的には製品別マネジャ

ーの主導の下に，テータ処理機器事業部の販売部門だげでなく ，：■ステム開発

事業部，１ンステム製造部，フィーノレト ・エソソニアリソク事業部なとの各機能

別事業部の活動を統合しながら進められることにな っていた 。

　こうして，１９６０年代中葉までにでき上ってきた産業分野別 ・製品別マーヶテ

ィソグ ・プ ログラム組織（その担い手としてのマーヶ ツト ・オベレーシ ヨソズ部とマ

ーヶティソグ部）はテータ処理機器事業部の組織構造を大きく変革すると同時に ，

同事業部をＩ　ＢＭ杜のテータ処理機器事業のマーケティソク活動の中枢組織と

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
しての役割を果たすものに大きく変革することになったわげである 。

　ところで，このマーケティソグ ・プ ログラム組織にみられるような，既存の

各種機能諸部門に対する横断的統合組織の導入は，　般にマトリヅクス組織の

移成として概念化されているものである。その意味でいえば，この時期の，以

上であきらかにしてきたようたテータ処理機器事業部の組織変革は，Ｉ　ＢＭ杜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４６）
におげるマトリックス組織の形成であったということができるであろう 。

４４）以上，産業分野別マネジャーについては，Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，０卿伽ｏ〃ｏ犯 Ｓ伽 一

　加ｇツ，　ｐｐ．１４９～１５１ ．

４５）以上，製品別マネジャーについては，Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，功．６仇， ｐｐ．１５１～１５２ ．

　　　　　　　　　　　　　　　（４５）
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　４６）マトリヅクス組織についてくわしくは，拙著ｒ現代巨大企業の構造業論』１９８３

　　年，青木書店，第３章ｒ現代巨大企業の市場支配機構　　マトリヅ クス組織の移

　　成とその意義　　」を参照 。

　（３）　トッ プ・ マネジメント組織の変革

　以上（１）（２）で，１９６０年代中葉に行われたＩ　ＢＭ杜の組織変革のうち，まず事業

部門組織 レベノレでのそれをみてみたが，ここではさらにそれに対応するトッ プ

・マネシメソト組織 レベノレでの変革をみておく 。

　このレヘノレでの組織変革は，１９６３年，取締役会会長（兼主席経営役員）ワトソ

ソ２世がそれまでのトヅ プ・ マネシメント組織であ った企業経営委員会（Ｃｏｒ－

ｐｏｒａｔｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）を廃止したことに始まる
。

　すでに４の〔２〕でみたように，企業経営委員会は，１９５６年の組織変革に際し

て， 企業全体としての経営の戦略と計画の作成に責任をもつ機関，すなわちト

ップ ・マネジメソト組織として設置された。これは，当時，杜長，２人の経営

副杜長（Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ　Ｖｌｃｅ　Ｐｒｅｓ・ｄｅ・ｔ）およぴ３人の事業クループ担当経営役員（Ｖ１ｃｅ

Ｐｒｅｓｉｄｅ・ｔ　ａｎｄ　Ｇｒｏｕｐ　Ｅ・ｅｃｕｔｉｖｅｓ）から構成されるものとして出発し，１９６０年代

はじめには，取締役会会長ワトソソ２世（１９６１年就任），杜長ウィリアムズ（Ｗ
１１１１－

ａｍｓ，Ａ．Ｌ．１９６１年就任），および後の杜長リアソソ（Ｌｅａｒｓｏｎ，Ｖ・Ｔ・）を含む５人

の事業部クノレープ担当経営役員から構成されることになっていた 。

　ところで，１９６０年代に入ると，すでに〔１〕でみてきたように，システム３６０

という大がかりな新しい製品ライソの開発が急ピ ッチで進められていく状況の

中で，既存の各事業部 レベノレでの利害を超えたＩ　ＢＭ杜全体としての経営戦略

的意思決定の重要性がますます重要なものとなってきていた。しかし，上にの

べたように，各事業部クループの統括に直接に責任をもつクノレープ担当経営役

員をその構成員とする企業経営委員会は，実際には事業部 レヘノレでのさまざま

な調整的た意思決定に多くの労力をとられ，本来的に求められているより高次

の経営戦略的た問題に十分力を発揮できない状況が生じてきていた。取締役会

会長であり同時に主席経営役員（Ｃｈ１ｅｆＥ・ｅｃｕｔ１ｖｅＯ蘭ｃｅｒ）であったワトソソ２世

は， １９６３年，このような状況を解決するために，それまでの企業経営委員会を

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４６）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　４７

廃止した。そして，翌１９６４年に，事業部クノレープ担当経営役員の上に２人の上

級副杜長（Ｓ…ｏｒ　Ｖ・ｃｅ　Ｐｒｅｓ・ｄｅ・ｔｓ）をおき，新たに取締役会会長，杜長およぴこ

の２人の上級副杜長から構成される経営評価委員会（Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｒｅｖ１ｅｗ　Ｃｏｍ
－

ｍｉｔｔｅｅ・通称ＭＲ　Ｃ）を設置することにな った。新たにもうけられた２人の上級

副杜長のポストには，それまで事業部クノレープ担当経営役員の一員であ ったリ

アソソとＡ・Ｋ・ワトソソ（同時に当時Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜取締役会会長であ

った）が就任した。こうして編成された経営評価委員会は，すでにあきらかた

ようにそのメソハーがみな事業部クループ統括の直接的責任から離れたものと

なることによっ て（ただし，２人の上級副杜長はすでに（１）でみたように，問接には事

業部グノレープを統括する位置におかれていた），１９６０年代の新しい状況にふさわし

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７）いより徹底した全杜的な経営戦略的意思決定の責任を果たすことがめざされた
。

　それから２年後の１９６６年，　 トッ プ・ マネジメソトの人的配置で大幅な変動

が行われた。取締役会会長ワトソソ２世は変らなかったが，１９６１年より杜長

のポストにあ ったウィリアムスが経営役員会議議長（Ｃｈａ１ｍａｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ

Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）に退き，後任新杜長にはリアソンが就任した。さらにリアソ：／と同

じくそれまで上級副杜長のポストにあ ったＩ　ＢＭワーノレド ・トレード杜会長

Ａ　Ｋ　ワトソンは，新しく設げられた取締役会副会長（Ｖ・ｃｅＣｈａ・ｍａｎｏｆｔｈｅ

Ｂｏａｒｄ）に就任することにな った。こうして，トソ プ・ マ子ソメソトの人的配置

で大幅変動が行われた。しかし，この結果空席になった上級副杜長のポストは ，

この時点では補充されなかったので，トッ プ４人の顔ぶれそのものは変らなか

った（１９６８年になるとこの上級副杜長のポストが回復することになる）
。

　顔ぶれそのものは変らなかったが，以上のようにトッ プ４人のポスト配置が

変り ，とくにこれまで上級副杜長のポストにあ って，問接的にではあるカ事業

部グノレープの統括にかかっていた２人のトッ プ（リァソソとＡ ．Ｋ．ワトソソ）が

上のように文字通り全杜的な統括責任を執るようになったことにより ，トッ プ

・マネジメソトとしての責任内容がはっきり整理されることにな った。このよ

う淀１９６６年のトッ プ４人のポスト配置変動を背景にして，この時同時に，以上

の４人から成るコーポレート ・オフィス（Ｃｏｒｐｏｒａｔｅ　Ｏ蘭ｃｅ．通称Ｃ　Ｏ）が設置さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（４７）
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れることにな った。そして，すでに機能してきている経営評価委員会はこのよ

うな コーポレート ・オフィスの機能機関としてこれまでどおり働いていくこと

になった 。

　　１９６７年になると，このような コーポレート ・オフィスないし経営評価委員会

ポ　ス　ト　名

Ｃｈａ１ｒｍａｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｂｏａｒｄ

Ｖ１ｃｅ－Ｃｈａ１ｒｍａｎ

Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

Ｓｍ１ｏｒ　Ｖ１ｃｅ－Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

１９６２

Ｔｈ　ＪＷａｔｓｏｎ，Ｊｒ

Ａ． Ｌ． Ｗｉ１１ｉａｍｓ

図１９

１９６３

Ｉ　ＢＭ杜上級経営役員の構成

１９６４

Ｔ． Ｖ． Ｌｅａｒｓｏｎ

Ａ． Ｋ． Ｗａｔｓｏｎ

１９６５

一→　　ホ◎
　　　　　　　↑

　　　　　　　↑

Ｖ１ｃｅ－Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

＆Ｇｒｏｕｐ　Ｅｘｅｃｕｔｉｖｅ

Ｔ． Ｖ．

Ｍ． Ｂ．

Ａ． Ｋ．

Ｈ． Ｗ
Ｏ． Ｍ．

Ｌｅａｒｓｏｎ

Ｓｍｌｔｈ

Ｗａｔｓｏｎ

Ｍｉ１１ｅｒ

Ｓｃｏｔｔ

〕’．

↑

“

Ｊ． Ｗ． Ｇｉｂｓｏｍ

Ｗ． Ｃ． Ｈｕｍｅ

Ｇ． Ｅ． Ｊｏｎｅｓ＠ｌ

Ｅ． Ｒ． Ｐｉｏｒｅ

Ｒ． Ｈ． Ｂｕ１ｌｅｎ

一→　　　◎

Ｐ． Ｗ．

Ｋｎａｐ１ｕｎｄ

Ｖ１ｃｅ－ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ

＆Ｇｅｎｅｒａ１Ｃｏｕｎｓｅ１

（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔ１ｏｎ，ル舳ｏＺ地カｏ沽１９６１～１９７０によ乱

（注）Ｏ一印は継誓ド印は辞任 ・．」印は上位のポストヘのプロそ・ショ 了・ をそれざれ示九
　　　　　Ａ　Ｌ　Ｗ１１１１ａｍｓ はｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ辞任後，Ｃｈａｍａｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｅｘｅｃｕｔ１ｖｅ　Ｃｏｍｍｔｔｅｅに就任（１９７１年ま

　　　＠　Ｇ　Ｅ　Ｊｏｎｅｓ は， １９６３年に就任したＩ　ＢＭワールド　トレード杜社長を兼任 。

　　　　　Ｅ　Ｒ　Ｐ１ｏｒｅの，１９６５年以降のポスト名は ，Ｖ１ｃｅ－Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ＆Ｃｈ１ｅｆ　Ｓｃ１ｅｎｔｌｓｔ

　　　◎　Ｍ　Ｂ　Ｓｍｌｔｈは，１９６８年以降は，Ｖ１ｃｅ－Ｐｒｅｓ１ｄｅｎｔ＆ｔｈｅ　Ｍｅｍｂｅｒ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ　Ｃｏｍｍ１ｔｔｅｅ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８）



　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６〕（坂本）　　　　　　　　　　　　　五９

の機能を補佐する目的で，その下にさらに，経営委員会（Ｍａ。、ｇｅｍｅ，ｔ　Ｃ．ｍｍ１．

ｔｔｅｅ

・通称ＭＣ）といわれる委員会が設げられた。この委員会は，このころ新た

に補充されることになった上級副杜長クラスの経営者を中心にし，これに　般

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）副杜長の若干のものが加わって構成されることにな った 。

メンバー 推移　（１９６２～１９７１年）

１９６６ １９６７

Ａ． Ｋ． Ｗａｔｓｏｎ　一→
Ｔ． Ｖ． Ｌｅａｒｓｏｎ　＿一。

１９６８ １９６９

・・一一÷　　　　　　　　　　　　．・一一■

・一→　　　　　　　　　　　　　→

一‘ｉ・→■　　　　　　　　　　　　　　．・■一ｉ■

Ｒ． Ｈ． Ｂｕ１１ｅｎ　　＿＿→

Ｆ・ Ｔ・ Ｃａｒｙ　　　→

Ｗ． Ｃ． Ｈｕｍｅ　＿→
Ｇ． Ｅ． Ｊｏｎｅｓ　　　

一一→

　　　　　Ｂ
．ｌＭａｒｓｈａ１１

　　　　　Ｊ．Ｒ．Ｏｐｅ１

１９７０ １９７１

一一→　　　　“　Ｔ．Ｖ．Ｌｅａｒｓｏｎ

一・一→　　　　　　　｝

一　」Ｆ．Ｔ．Ｃ。。。
・■一■÷　　　　　　　　　　　　．一・一÷

＿→
　　 ↑

二　　二
．一一■÷　　　　　　　　“

・・■一〉　　　　　　　　　　　・一一一一

Ｇ． Ｂ． Ｂｅ１ｔｚｅ１　　→

Ｄ． Ｒ． ＭｃＫａｙ　
＿＿→

　　　　　Ｒ．Ｗ．Ｈｕｂｎｅｒ

一→　　　◎　→　　　 ・

→　　　　　→　　 ↑

→　　　　　＿→　　 ↑

一　　　　　＿→　　 ↑

‘→　　　　　　　ホ

Ｆ． Ｔ． Ｃ・・ｙ 　　　」
。Ｇ．Ｆ，ｂ、、、 二　＿　＿、　　　　　　　　　　　Ｆ．Ｈ　　　　　　　　　　　　ＭｃＣｒａｃｋｅ｝Ｒ．Ｗ．Ｈｕｂｎｅｒ　＿→　　＿↑

Ｂ． Ｍａｒｓｈａ１１　　　　　　　　　一→　　＿↑　 Ｎ．Ｋａｔｚｅｎｂａｃｈ　一→

で）。

（４９）
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　ただ，経営評価委員会も経営委員会も，その構成メソバーは実際には上にの

べたように厳密にその範囲が確定したものではなく ，状況に応じてか汰り融通

をもっ たものであ った。ちなみに，ここでこの問（１９６０年代）のＩ　ＢＭ杜の上級

経営役員構成の推移と上の２つの委員会の構成メソバーの推移（１９６８年以降）を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
かんたんに図示してみると ，図１９と図２０，図２１のとおりである 。

　　　　図２０経営評価委員会（ＭＲＣ）の構成メソバー 推移（１９６８～１９７２年）

　　１９７２　　　　１９７１　　　　 １９７０ 　　　　１９６９　　　　１９６８

Ｔｈ．Ｊ．…Ｗａｔｓｏｎ，ＪＬ

（５月）

”１Ｌ・・・…

Ａ．
Ｋ．１Ｗ・ｔ…

（３月）１

Ａ．
Ｌ１Ｗｉ１１ｉ・ｍ・

　　　　　　　　　 （２月）１

Ｆ． Ｔ． Ｃ…１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （；月）

　　　　　　　　　 Ｊ・ Ｒ・ Ｏｐ・１１

　　　　　 （１１月） 畑工。１砺｛ｉ月）

、、脇…狂（６月）１（８月）

　　　　　　　　（６月）
　（出所）　目本電子計算機株式会社『Ｉ　ＢＭのＦＳ戦略と世界戦略一テレヅ クス／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析

　　　（第３分冊）』１９７５年，３２２ぺ一ジ，図１より 。

　（注）Ｏ　本図および図２１の資料的背景については，本文注４９）を参照 。

　　　　　１←は委員の辞任，←は１９７３年末まで就任していたもの，（）内の月は就任，辞任の時期，を示す 。

　これらの図からわかるように，経営評価委員会には コーポレート ・オフィス

のメソバーを中心にしながらもそれ以外のメソバーも随時何人か参加している 。

とくにのちにリァソソの後任として杜長，会長に就任するヶアリー（Ｃａｒｙ
・Ｆ・Ｔ・）

・

またヶアリーが会長にな ったあとの杜長に就任することになるオベル（Ｏｐｅ１
・工

Ｒ．）は上級副杜長に就任すると，すぐにこの委員会に顔をみせている・また ・

いずれの委員会にも ，カヒノレ（Ｃａｈ・ｌＬ　Ｊ　Ｐ），リード（Ｒｅａｄ，Ｓ　Ｌ）といったこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０）



　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　５１

　　図２１経営委員会（ＭＣ）の構成メンバー推移（１９６８～１９７２年）

１９７２　　　　 １９７１　　　　１９７０　　　　ユ９６９　　　　１９６８

、Ｖ．Ｃ．ｌＨｕｍｅ

　　　　　　　Ｒ．Ｈ．Ｂｕ１１ｅｎ（６月）

１←

（ユ１月）

１←

（ユ１月）

（ユ１月）
Ｂ・１Ｍｌ…ｈ・ｌ１

Ｇ・ 皿１Ｊ・…

Ｍ．
Ｂ．１Ｓｍｉｔｈ

Ｊ． Ｒ．１Ｏｐｅ１

（・月）１　　　 （・１月）

１Ｅ．Ｒ．Ｐｉｏｒｅ

、、砺オ１月）

Ｄ・ Ｒ・ Ｍ・Ｋ・・１

（・月）１　　 （・１月）

（４月）

（６月）

Ｒ． Ｗ．
Ｈ．ｂ。。・１

Ｓ． 、、、ｅ、，Ｊ

三１１月）

　　　　　（１１月）

（出所）　日本電子計算機株式会社，上掲書，３２３ぺ一ジ．図２より 。
（注）　図２０と同じ

。

の段階ではまだポストが明確でたい人物が参加しているが，他方上級副杜長で

も， たとえはハイソェノレ（Ｂｅ１ｔｚｅ１，Ｇ　Ｂ）のように，経営委員会に参加してい

ないものもいる。このように，２つの委員会のメソバー構成は，それぞれ コー

ポレート ・オフイスのメソバーおよび上級副杜長陣を中心としながらも，かな

り融通をもっ たものとなっていた。これは，いうまでもなくＩ　ＢＭ杜が組織の

形式よりも，最高意思決定というトッ プ・ マネジメソトの作業の機動性を優先

したことの端的な結果であったと思われる 。

　ところで，これら２つの委員会の機能は，それらができた歴史的な経過やそ

の構成 メ：■バーからもおのずからあきらかであろうが，より具体的には，１９７３

年， テレックス（Ｔｅ１ｅｘ）／Ｉ　ＢＭ反トラスト法訴訟の審理過程で提出されたＩ

　　　　　　　　　　　　　　　　（５１）
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ＢＭ杜内資料に含まれている２つの委員会の議事録（それは，１９６８年１月から７２年

９月までの４年９ヶ月をヵヴァーしており ，３，０６２ぺ一ジに及ぶ膨大な記録である）がそ

の活動の内幕をリアノレに伝えてくれる。これによれぱ，経営評価委員会は経営

戦略的意思決定と ，経営委員会 レヘノレでは決着をみえなかったような重要案件

についての決定を下すことになっていた。また，ワトソン２世がそれを称して

「Ｉ　ＢＭの ＝ンソク ・タソクだ」といったといわれる経営委員会は，目常のオベ

レー！ヨ ナノレな重要案件を逐　審議することになっていた。またここでは，案

件によっては随時，関係の副杜長や専門スタ ッフが口乎ぱれ，相互に激しく意見

がたたかわされることになっていた 。

　また，この議事録によれぱ，経営評価委員会は原則として月１～２回開かれ

ることになっていた。また経営委員会の方は原則として週１回開かれることに

なっ ていたとみられるが，実際には必要に応じ。てひんばんに開かれ，時には朝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
から深更にまで及ぶこともあったといわれる 。

　以上，１９６３年の旧企業経営委員会の解体と新しい経営評価委員会の設置に始

まり ，１９６６年の コーポレート ・オフィス体制の確立，そして１９６７年経営委員会

の分担体制の確立，と続く１９６０年代のＩ　ＢＭ杜トッ プ・ マネジメソト組織の変

革をみてきた。すでにあきらかなようにこのような変革は，内実的には１９６０年

はじめまで続いてきたワトソソ父子による創業老的 ・個人的支配体制から集団

的・ テクノクラート的支配体制への移行の始まりに他ならなかった。１９６０年代

を通してワトソソ２世は取締役会会長のポストにあ ったが（１９７１年病気のため ・

引退），最高意思決定の実質はしだいにリアソソ以下の経営テクノクラート集

団の手に移行していくことになっていた。このような経営テクノクラート集団

による支配体制は，ワトソソ父子に直接に育成されたリアソソの世代からさら

にその下の世代に主導権が移行する１９７０～８０年代に至っておのずからより明確

なものとな っていく 。

４７）　Ｗｉｓｅ
，Ｔ．ん

，Ｔｈｅ　Ｒｏｃｋｙ　Ｒｏａｄ　ｔｏ　ｔｈｅ　ｌ〉［ａｒｋｅｔｐｌａｃｅ・ハｏ肋脇Ｏｃｔｏｂｅｒ１９６６ ・

　ｐ．１ｇｇ，Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，ｏ惚ｏ伽〃ｏれ 、Ｓ肋姥ツ，ｐ．１３７，Ｅｘｈｉｂｉｔ６（本稿，図

　１８） ，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，ん舳ｏＺ　Ｒ勿ｏヅ〃・１９６３・１９６４ ・

　　　　　　　　　　　　　　　（５２）
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４８）以上・コーポレート ・オフィス（ＣＯ）および経営委員会（ＭＣ）の設置につい

　ては，　 Ｃｏｒｅｙ　ａｎｄ　Ｓｔａｒ，ｏク． 〃．，ＰＰ．１１０～１１１，ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，畑〃……

　Ｋ２ｓ伽伽ツｏ”Ｔｏ伽ツ・ＰＰ・２７～２８・清報産業研究会監修『ＩＢＭ．１９７０年代の総括』
　１９８０年，（株）モースト ・アソド ・モア，６ ，２３～２５べ一ジ，による 。
４９）図２０と図２１は，いわゆるテレックス／Ｉ　ＢＭ訴訟（１９７２年，プラグ ・コソバティ

　ブル周辺機器 メーカー・ テレックス 杜Ｔｅ１ｅｘ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ がＩ　ＢＭ杜のとっ た対
　抗措置に対しておこした反トラスト法違反の訴訟）の審理過程で，裁判所（オク

　ラホマ州北部地区連邦地方裁判所）の命令により公開されたＩ　ＢＭ杜経営機密文

　書（裁判証拠書類Ｐ１ａｉｎｔｉ任’ｓ　Ｅｘｈｉｂｉｔｓ）に含まれている経営評価委員会および経

　営委員会の議事録（Ｍｍｕｔｅｓ）にもとついている 。上のＩ　ＢＭ文書は約４０，Ｏ００べ

　一ジに及ぶ尤大なものであるが（多数の手書き メモを含む），このうち上の２つ
　の委員会の議事録は，証拠書類Ｎｏ．３８４からＮ０，３９１まで，合計３，０６２ぺ一ジ

　にのぽっている。議事録の期間は，経営評価委員会が１９６８年１月４日から１９７２年

　　９月２５日まで，経営委員会は１９６８年１月８日から１９７２年９月２２日の日付のものま

　でである・これらの議事録の主要た部分は，日本電子計算機株式会杜『Ｉ　ＢＭの

　Ｆ　Ｓ戦略と世界戦略　　テレヅ クス／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析（第３分冊）』

　１９７５年・の第３篇（３１９～５６７べ一ジ）に邦訳されている。なお，上のＩＢＭ杜文

　書（裁判証拠書類）の内容については，ＣｏｍｐｕｔｅｒＩｎｄｕｓｔｒｙＡｓｓｏｃ１ａｔ１ｏｎ１肋五

　〇グｐＺｏ”炉ｓ〃脇〃ｓ地Ｚｏ伽ｇ≠ｏ〃２北
’ｓ

ル１伽〃ｓオＣＺｏ伽ｓ，１９７３，を参照 。
５０）　２つの委員会の機能については，日本電子計算機株式会杜，上掲書，第３篇
　（２つの委員会の議事録の抄訳）を参照 。

　（４）　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード社の組織構造

　¢　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード社の組織構造

　組織構造の変革をめくる問題のしめくくりとして，Ｉ　ＢＭ杜の国外事業の担

い手Ｉ　ＢＭワーノレト ・トレート杜をめくる組織問題にふれておく 。

　すでに〔１〕の（３）の◎でみたように，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜が担う国外

事業のウェイトは・１９６０年代に入るとしだいに上昇することになり ，１９６０年代

の後半には売上高（収入）でも純利益でも，Ｉ　ＢＭ杜全体の少くとも３分の１

を担うレヘノレにまで達することにな った。まアこ国外事業は，売上高純利益率で

示される収益性の点でも，１９６０年代をとおしてほほ一貫して国内事業を上回る

とことにな っており ，それは，国内事業にくらべて，より速いスピートで拡大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３）
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し続げると同時に，より高収益を上げうる活動領域として，Ｉ　ＢＭ杜全体の中

でその存在の重要性が改めてクロース ・アヅ プされることになってきていた ・

　このような国外事業の基盤を実体的にみてみると ，１９６８年の段階にＩ　ＢＭワ

ーノレド ・トレード杜が擁する活動拠点と従業員数は，表４３のようたものであ っ

た。

　　　　　　　表４３　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜の概要（１９６８年）

営業拠点所在国

機器製造所
カード製造所
研　　究　　所

従　　業　　員　（人）

（ｃｉ　Ｉ　ＢＭ杜全従業員）

　　　１０６

　　　１７　　（１３か国）

　　　５０　　（４２か国）

　　　　７　　（ヨーロッパ　６ ，　 カナダ　１）

約８７，０００　（うち，ニューヨーク本杜１
，３００）

（約２２２，０００）

（出所）　目本電子計算機株式会社『Ｉ　ＢＭのＦ　Ｓ戦略と世界戦略　　テレヅ クス／Ｉ　ＢＭ裁判公開文書の分析

（第３分冊）』１９７５年，２１ぺ一ジ，表皿一２－１より 。

　この表に示されているように，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜は，１９６８年に一は ，

アメリカ以外の１３カ国に１７の製造所（Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｍｇ　Ｐ１ａｎｔｓ）と７つの研究所を

もち，１０６カ国に営業拠点（Ｓａｌｅｓ　Ｏ蘭ｃｅｓ）をもっ ていた。そして，Ｉ　ＢＭワー

ルド ・トレード杜の下にいる従業員はＩ　ＢＭ杜全体（２２万２，ＯＯＯ人）の３９．脇に

あたる８万７，ＯＯＯ人（ただし，このうち１，３００人はニューヨーク本杜要員）にのほ っ

ていた 。

　これを先に４の〔２〕の（２）で示した１９５８年当時とくらべてみると（本稿（３）・ 本

誌， 第３２巻第２号，８８ぺ一ン参照），とくに営業拠点をもつ国の数および従業員数

で大きく拡大していることがわかる（８７ヵ国から１０６ヵ国へ。 また２万９，０００人から

８万７，０００人へ）。

　　　　　　　　　　　　“　他方，製造所数は１６カ国２２製造所から１３カ国１７製造所に減少している。これ

は， バソチカード ・システム時代の小観模製造所が整理され，新しい主要製造

所へ製造活動が集中されたためである 。

　＊　本稿（３），本誌，第３２巻第２号，９０ぺ一ジでは，製造所所在国が１５ケ国とな ってい

　　るが，カナダが脱落しているので，正しくは，これを加えた１６ケ国である 。

　これら１７の国外製造所を具体的に示してみると，表４４のとおりである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４）
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表４４１９６８年Ｉ　ＢＭ杜の国外製造所（Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜傘下）一覧

国　　名

アルゼソチン

ブ　ラ　ジ　ル

カ　　ナ　　　ダ

コ　回　ソビア

フ　ラ　ソ　ス

西　ド　イ　ツ

イ　　ソ　　ド

イ　タ　リ　ア

目　　　　　本

メキンコ１

オ　ラ　ソ　ダ

製　　造　　所

１ブニノスアイレス

リオ ・デ ・ジャネイロ

ト　 回　　ソ　　ト

ボ　　ゴ　　タ

エ　　ソ　　ソ　　ヌ

モ　ソベ　リ　エ

ベ　ル　　リ　ソ

マ　イ　ソ　ツ

ジソデルフィソゲソ

ポ　ソ　ベ　イ

ヴィメノレカーテ

藤　　　　沢

メキシコ ・シティ

アムステルダム

主　　要　　製　　品

トニッ１ ・レコード装置（…）

ユニット ・レコード装置

シソグル ・ニレメソト ’タイブライター

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１２０，３０ブ ロセッ サー
Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｉ／Ｏ装置

Ｉ　
ＢＭ６４００会計システム

ユニット ・レコード装置

タイブバー・ タイプライター；シソグル ・ニレメソト
　　 ・タイプライター；タイプライター・ リボソ；書
　　取装置

タイプバー・ タイブライター

ＳＬＴ；ＳｌＭＳカード；モデュール
テープ ’ドライブ磁気ヘッド
プリソト ・ニレメソト

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１４０，５０プ 肩セッ サー

Ｓｙｓｔｅｍ３６０プリソター；磁気テープ装置および紙テ

　　ープ装置；データ収集装置

ユニッ、 ・レコード装置；ドキ ュメソト ’イソスクラ
　　イハー；１４０１－Ｈデータ ・ブ肩セシソグ ・システム

タイプバー． タイプライター；書取装置

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１２５，３０プ 肩セッ サー
Ｓｙｓｔｅｍ３６０ディスク ・ドライブ；メモリー

Ｓ　ＬＴ（カードおよびボード）

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｉ／Ｏ装置≦デ ィスク ・バックおよびデ ィ
　　スク ・カートリッシ）；Ｓｙｓｔｅｍ３６０プリソターお
　　よびファイル半組立品

ユニット ・レコード装置

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１２０プ 目セッ サー
Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｉ／Ｏ装置

ユニット ・レコード装置

Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１２０，４０プ ロセッ サー
ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｉ／Ｏ装置

ユニット ・レコード装置

タイプバー・ タイプライター

シソグル ・エレメソト ’タイプライター
磁気テーブ ・シソグル ・ニレメソト ・タィプラィター
　　（ＭＴ／７２）；入出カシソグル ・エレメソト ・タイ
　　プライター
版組システム

（５５）
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国 名 １製造所１ 主 要 製 品

スウェーデソ ストックホルム Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｉ／Ｏ装置（カード ・リーダーおよぴプリ
ソター）

英 国 グリーノック Ｓｙｓｔｅｍ３６０リード ・オソリー・ ストーレジ　（ＣＲＯＳ

およびＴＲＯＳ）

データ通信ターミナル

１１３０コソピュータ

ユニット ・レコード装置

ハヴァソト Ｓｙｓｔｅｍ３６０Ｍｏｄｅ１２０およぴ１１３０コソピューター・

メモリー

データ通信ターミナル

（出所）　目本電子計算機株式会社，上掲書，２ユ２～２１３ぺ一ジ，表皿一２－２よ久

（注）ＳＬＴ８Ｓｏｌｉｄ　Ｌｏｇｉｃ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ

　　ＳＭＳ－Ｓｔａｎｄａｒｄ：Ｍｏｄ　ｌａｒ　Ｓｙｓｔｅｍ

　表からわかるように，これらの国外製造所のうちで，とくにンステム３６０の

製造にたずさわっていたのは，カナタのトロソト（Ｔｒｏｎｔｏ），フラソスのモソペ

リェ（Ｍｏｎｔｐｅｌ１１ｅｒ），西ドイツのマイソソ（Ｍａｍｚ），イタリーのヴィメルカーテ

（Ｖｉｍｅｒｃａｔｅ），イギリスのハヴ ァソト（Ｈａｖａｎｔ），および目本の藤沢，以上６つの

製造所であった。こうして，この段階になると，ンステム３６０の供給のための

世界的な製造分担体制が形成されてきていた。しかし，表にみられるようにこ

の段階においては，国外製造所で製造されるのはまだ主としてモデル２０，２５ ，

３０，４０たどの小型機種であ った 。

　すでに４でもみたように，Ｉ　ＢＭ杜は上のような全世界的な拡がりをもつ事

業活動を統括するために，主要な国，主要な地域で基本的に１００劣株式所有

（完全支配移態）の子会杜を組織していた。ここでも，この１９６０年代中葉段階の

Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜が統括する現地子会杜群を一覧表で示してみると ，

表４５のとおりである（１９６６年２月現在）。

　４で示した１９６１年末現在の状況とくらべてみると（本誌（３），本誌，第３２巻第４

号， ８９べ一ジ表２８），この１９６６年段階の現地子会杜群の組織状況は，それほど大

きく変化していたいことがわかる。この間に新たに設立されたのはペルーとロ

ーデシアにおげる子会杜ぐらいのものである。こうして，Ｉ　ＢＭ杜の玩地子会

杜群は，すでに１９６１年の段階で世界の主要な国 ・地域で設立されることにな っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６）
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表４５　Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜（ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）

　　　　の現地子会杜一覧（１９６６年２月現在）

会 杜 名

ＩＢＭ　Ａｕｓｔｒａ１ｉａ　Ｐｔｙ
．，

Ｌｉｍｉｔｅｄ

ＩＢＭ　Ｏｓｔｅｒｒｅｉｃｈ，Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａｌｅ　Ｂｕｒｏｍａｓｃｈｉｎｅｎ

　　Ｇｅｓｅ１１ｓｃｈａｆｔｍｂＨ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａ１Ｂｕｓｉｎｅｓｓ　Ｍａｃｈｉｎｅｓ　ｏｆ　Ｂｅｌｇｉｕｍ
，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　Ｗｏｒ１ｄ　Ｔｒａｄｅ　Ｅｕｒｏｐｅ　Ｒｅｇｉｏｎ２，Ｓ．Ａ

ＩＢＭ　ｄｅ　Ｂｏ１ｏｖｉａ，Ｓ．Ａ
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５８ 立命館経済学（第３３巻 ・第１号）

会　　　杜　　　名
　　　　　　　Ｉ　ＢＭ ’ＷＴ
本拠所在地　Ｃの株式所有
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ＩＢＭ　Ｐｈ１１１ｐｐｍｅｓ，Ｉｎｃｏｒｐｏｒａｔｅｄ　　　　　　　　　　　Ｐｈｉ１ｉｐｐｉｎｅｓ
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　（出所）ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｌｏｎ，ル舳１０－Ｋ地クｏ〃，１９６５によ乱

　（注）　 “印の企業の場合，１％ないしそれ以下の程度で，Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜以外の株式所有がある 。

ていたので，それ自体としてはこの問にそれほど大きく変化することはなか っ

た。 しかし，そのような毘地子会杜群の下での事業活動については，この問に

それが大きく展開することにたったことは，すでに前段で示したとおりである 。

　　　 Ｉ　ＢＭワールド ・トレード社のトッ プ・ マネジメントー親会社Ｉ　ＢＭとの関係

　すでにふれたように，１９６０年代に入って国外事業，したがってＩＢＭワーノレ

ト・ トレート杜の事業のウエイトが高くなってくると，親会杜Ｉ　ＢＭ杜とＩ　Ｂ

Ｍワールト ・トレート杜との組織関係に新しい問題が生ずることになった。す

狂わち，事業ウェイトの高まりとともにＩ　ＢＭワールト ・トレート杜の自立化

志向が強くなり ，独自の製品開発も進めたいという意欲をもつようにな ってく

ると，親会杜Ｉ　ＢＭ杜との間に意思決定をめくる新しい緊張関係が生ずること

にならざるをえなかったということである 。

　これに対して，親会杜，すなわち杜長ワトソソ２世がとっ た方向は，あくま

で国内 ・外の事業活動の一体性を堅持する，つまり親会杜Ｉ　ＢＭ杜の一元的た

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５８）



　　　　　　　　　　　　　Ｉ　ＢＭ杜の組織変革（６）（坂本）　　　　　　　　　　　　　５９

コソトローノレ体制を貫くということであ った。このような体制づくりは，これ

からシステム３６０という大計画を展開するために，親会杜にとっ て絶対に必要

な条件であ った 。

　ワトソソ２世はこれを親会杜とＩ　ＢＭワールド ・トレード杜のトッ プ・ マネ

ジメソトの役員兼任関係（いわゆるイソターロッ キソグ）によって解決しようと

した。このために，一方では，１９６３年，Ｉ　ＢＭワーノレド ・トレード杜の自立化

志向の中心人物であった同杜杜長Ａ　Ｋワトソソ（ワトソソ２世の弟）を同杜取

締役会会長に就任させると同時に，親会杜の新しく設げられた上級副杜長のポ

ストにリアソソとならんで就任させ（１９６４年。前掲図１９を参照），かれをＩ　ＢＭワ

ールド ・トレード杜の最高経営者であると同時に，親会杜のトッ プ４人の１角

を占めさせることにした。そして，このＡ．Ｋ．ワトソンが，１９６６年には，リア

ソソが杜長に就任すると，それとならんで新設の取締役会副会長に就任するこ

とになったことは，すでにみたとおりである 。

　他方，１９６３年，Ａ　ＫワトソソのＩ　ＢＭワールト ・トレート杜取締役会会長

就任によっ て空いた同杜杜長のポストには親会杜の副杜長兼事業部クループ担

当経営役員のジ ョーソズ（Ｊｏｎｅｓ，Ｇ．Ｅ．）を就任させた。これによっ て， これま

でとはちがって親会杜 ・ワトソソ２世の意向を十分に体した杜長がＩ　ＢＭワー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）ノレド ・トレード杜を コソトロールするような体制をつくり上げようとした 。

　このようなトッ プ・ マネジメソトの役員兼任関係の形成によっ て， Ｉ　ＢＭ杜

は子会杜Ｉ　ＢＭワールド ・トレード杜との問に一元的 コソト目一ル体制の彩成

に成功した。これが，システム３６０の世界的な展開の成功にとっ て決定的に重

要な条件となったわげである 。

　５１）以上，Ｗ１ｓｅ，Ｔｈｅ　Ｒｏｃｋｙ　Ｒｏａｄ　ｔｏ　ｔｈｅ　Ｍａｒｋｅｔｐ１ａｃｅ，Ｆｏ伽鵬Ｏｃｔｏｂｅｒ１９６６ ，

　　　Ｐ・ １４３・ＩＢＭ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ・ん舳ｏ１肋力ｏ沽１９６３．１９６４，北正満『Ｉ　ＢＭの挑戦』
　　　１９７８年，共立出版，第１４章を参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９８４年２月２５日）　　　　（未完）

（５９）




